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Ⅰ 統一論題報告

グローバル時代における会計・監査研究の行方
～CrossCountry研究に注目して～

胡 丹

名古屋大学

モノ・カネ・ヒトのみならず，会計制度を含む制度までもが自由

に国境を越えて移動する経済のグローバル時代において，会計・監

査研究の領域で注目されてきているのがCrossCountry研究である。

CrossCountry研究は，従来の比較制度分析をも包容するが，他国

のデータ（財務数値・実験数値・アンケート数値等）を取得し，定

量的に分析することも踏まえるものであると考えられる。

国内外の現状では，グローバル的なデータ・ベースの構築・拡充

を背景に，CrossCountry研究が盛んになりつつあるように見受け

られる。また，先行CrossCountry研究の分析からは，監査領域に

おける研究の関心が①法体制，②監査報酬，③監査の質，④利益の

質，⑤企業特性および⑥監査市場，また会計領域における研究の関

心が①利益の質，②ディスクロージャー，③経済的帰結，④法体制

および⑤「○○GAAP」対「IFRS」のキーワードに集約できると考

えられる。監査・会計研究領域のCrossCountry研究は，法学・政

治学・経済学や産業組織学の研究領域と重なっており，また，監査

領域の研究における「ディスクロージャー」と「経済的帰結」をキー

ワードとする研究が期待される。

CrossCountry研究に対する将来展望・提言において，一般論と

して，会計基準の基準間の差異への理解，企業別・国別の機関的特

徴への熟知およびその上での実際のリサーチ・デザインでの細かな

配慮（コントロール）の研究設計が期待される。また，注意してお

くべきは，CrossCountry研究でなくとも，単一の国を研究対象と

する研究でも，国際的な示唆を提示する研究もあるということであ

る。さらに日本の研究者にとってCrossCountry研究への取り組み

は，大きなチャンスであり，チャレンジである。

要 旨



Ⅰ はじめに

モノ・カネ・ヒトのみならず，制度（市場

経済，企業組織，金融システムなど）までも

が自由に国境を越えて移動する経済のグロー

バル時代に突入していると言われているが，

その時代にふさわしい会計・監査研究の行方

は会計・監査の研究者にとっての関心事であ

る。2011年のアメリカ会計学会の年度大会に

おけるコンカレント・セッション「Challenges

andOpportunitiesinCross CountryAc-

countingResearch（CrossCountry会計研

究における挑戦および機会）」に掲げている

「CrossCountryAccountingResearch」と

いうキーワードは，こうした会計・監査の研

究者にヒントを与えるかもしれない。年度大

会のセッション内容がその後論文となって，

2013年3月のAccountingHorizons誌に公

表された。本稿は，このアメリカ会計学会

の年度大会での中心テーマとして掲げた

「CrossCountry」研究を取り上げ，それに

注目しながら，グローバル時代における会計・

監査研究の現状への分析と行方への考察を課

題とする。

一方，CrossCountry研究は，従来の会

計・監査制度などにおける比較研究とは異な

るかという疑問が生じるかもしれない。筆者

の理解では，グローバル時代において，1つの

学術研究が 1つの国のみを対象とせず複数

の国を跨いでの分析・検討は，この「Cross

Country」会計・監査研究を意味している。

その意味では，従来の「多国間比較研究」な

どの言葉と同義であるとも考えられる。ただ

し，CrossCountry研究は，伝統的な記述

型の制度分析に加え，多国のデータを取得し

定量的に分析するという新しい会計・監査分

析手法の潮流を加えたものも含んでいる。そ

の意味では，アメリカ会計学会などにおいて，

従来の多国間比較研究などの言葉とは別に，

CrossCountry研究と名がつけられたと推

測できる。

本稿では，まずⅡ節で，CrossCountry研

究の国内外の現状を確認・分析するとともに，

代表的な先行研究をレビューする。次にⅢ節

で，CrossCountry研究をデザインすると

きの注意点を考察しながら，そのデザイン・

フレームワークの提示を試みる。さらにⅣ節

で，CrossCountry研究の将来における可

能性を探り，日本における当該研究を用いる

会計・監査研究の行方を展望する。最後にⅤ

節で，本稿の論点をまとめ，将来研究におけ

るオープン・クエスチョンを提示する。

Ⅱ CrossCountry研究の国
内外の現状分析と先行研究
のレビュー

図表 1は Cross-Country研究の国内外の

現状を示している。トムソン・ロイター社の

検索エンジンによれば，監査や会計分野にお

いて，諸外国文献数はそれぞれ340件，904

件であり，また各分野の日本文献数はCinii

によれば，それぞれ109件，691件である。

CrossCountry研究において，会計分野の

文献が日本でも諸外国でも監査分野より多い

ことが分かる。また，最も初期の先行研究に

おいては，日本の文献が諸外国より若干早い

時期に出現していることが見受けられる。そ

の理由として，日本において第 2次世界大

戦後の社会的要請からCrossCountry研究

の一種である比較研究が始まっていたからで

あると推測される。

図表2と図表3は，図表1の「論文一覧」
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の行で取り上げた先行研究をそれぞれ「監査

研究領域」と「会計研究領域」に分け，つぶ

さに詳細を明らかにしようとするものである。

確認できるように，たとえばCompustatデー

タ・ベースのグローバル版であるCompustat

Globaldatabaseなどのグローバル的なデー

タ・ベースの存在は，研究者が研究を行う上

での素材となっている（2）。

図表 2からは日本における先行研究が主

に監査研究領域の固有テーマ（たとえば，コー

ポレート・ガバナンス，ゴーイング・コンサー

ン，監査委員会制度や監査の質）を扱ってい

ることがわかる。また主に諸外国の監査領域

における先行研究をレビューしていくと，研

究の関心が①法体制，②監査報酬，③監査の

質，④利益の質，⑤企業特性および⑥監査市

場の 6つのキーワードでまとめることがで

きる。

「監査報酬」に関する研究は，監査領域に

おける特有なテーマへの研究であると考えら

れる。既に監査研究者（たとえば，Simunic

［1980］;Dye［1993］）が監査報酬を決定す

るモデルを提起している。CrossCountry

研究にはこれらのモデルを元に，新しい要素

（たとえば法体制や重複上場）を入れること

で，新しいモデルを立て，CrossCountry

のリサーチ・クエスチョンに即した分析が行

われていた（たとえば，Choietal.［2008］;

［2009］）。

「監査市場」に関する研究も，監査領域に

おける特有な研究になる。たとえば，Francis

etal.［2013］は42カ国の監査市場を対象に，

監査市場の集中度合いの利益の質に対する影

響を分析した。特定の産業市場への分析，寡

占状態市場への分析が産業組織学や経済学に

おいて永遠のテーマであると想起すれば，監

査市場への研究は，監査研究・産業組織学や

経済学の研究領域が交わったところにある研

グローバル時代における会計・監査研究の行方

7

図表1 CrossCountry研究の国内外の現状

出所：筆者作成。

注：「論文一覧」の作成基準：①「WebofKnowledge」「Cinii」の論文の検査結果；②2000年以降の論文；③諸外国の

文献については，TheSocialSciencesCitationIndex（SSCI）（1）ジャーナル論文である。
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図表2 監査研究領域におけるCrossCountry研究の先行研究

出所：筆者作成。



究であると理解できる。

6つのキーワードのうちの2，3を組み合わ

せた研究も見受けられる。たとえば，Khurana

andRaman［2004］が法体制の違いを背景

とする監査の質（Big4に対して認識された

もの）への分析；Kwonetal.［2007］が監

査の質（監査人が産業スペシャリストである

こと）と利益の質と法体制の3つの要素を

同時に検証；FrancisandWang［2008］が

利益の質と法体制と監査の質（Big4の選択）

を検証；Jaggietal.［2012］が利益の質と監

査の質（監査人が産業スペシャリストである

こと）と法体制を取り上げ；Guletal.［2013］

が法体制，企業特性と監査の質（Big4の選

択）を選択し分析した。これらの研究が監査

領域の研究であるが，会計の研究領域とも関

わりあって，「利益の質」や「企業特性」を

キーワードとするリサーチ・デザインが多い。

一方，日本では監査時間を扱う研究が目立つ

（伊藤［2004］；町田［2005］；［2012］）。

先行研究の束を眺めてみると，国の法体制

の違いに着目した監査研究が学者たちによっ

て進められていることがわかる。法体制の違

いという視点は，（後にも触れるが）監査研

究領域に関わらず，会計領域にも存在する研

究視点である。また法体制に対する研究が政

治学や法学の研究領域でもあることから，こ

のテーマに対する研究は，会計・監査領域の

研究が政治学や法学の研究領域と重なる研究

であると認識できる。

2000年以降の監査領域における Cross

Country研究の重要な研究成果のポイント

を 6つのキーワードに落とし込みながら総

括・列挙すると，下記のように挙げられる。

＜法体制＞

・法体制が強い国（米国）のみ，大監査法

人がよりよい監査の質を提供していることを

示唆（KhuranaandRaman［2004］;Francis

andWang［2008］），社齢が短く中小企業・

担当するアナリストが少ないという企業特性

を持つ企業が大監査法人に監査を担当させる

ことで，負債コストの削減に寄与でき（Gul

etal.［2013］），また法体制の弱い国におい

て，特に高い監査の質（産業スペシャリスト

の監査人による監査を受ける）が高い利益の

質につながる（Jaggietal.［2012］）。

＜監査の質＞

・監査の質が高い（産業スペシャリストの

監査人による監査を受ける）企業ほど，利益

操作を抑制できるが，法的環境が弱い国ほど，

その抑制作用が強くなる（Kwonetal.［2007］）。

・海外の監査時間数は概ね日本の1.12.8

倍で（伊藤［2004］），また特に日本の内部統

制評定にかかる時間が少ない（町田［2005］）。

＜監査報酬＞

・監査報酬におけるBig4プレミアムは法

体制の強い国ほど少なく，また，全体的に

中小企業において顕著である（Choietal.

［2008］）。

・本国より法体制の強い国への重複上場を

した場合のみ，その企業においては，監査報

酬プレミアムが存在する（Choietal.［2009］）。

・日本の監査報酬の低廉が時間当たりの報

酬額の差によるものでなく（町田［2005］），

監査時間の少なさ，特に内部統制評価や品質

管理時間の少なさに起因する（町田［2012］）。

＜監査市場＞

・大監査法人が監査市場の大きいシェアを

持つほうが利益の質へ貢献するが，それらの

大監査法人間の市場シェアが均等でなければ，

利益の質が落ちる（Francisetal.［2013］）。

図表3は，「会計研究領域」におけるCross

Country研究をまとめている。日本の先行

研究には「会計研究領域」特有なテーマ（た

グローバル時代における会計・監査研究の行方

9
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図表3 会計研究領域におけるCrossCountry研究の先行研究



とえば，概念フレームワーク，減損，管理会

計システム，企業結合会計，中小会計）を他

の国やIFRSと比較することで検討するとい

うスタイルが多いように見受けられる。また，

主に諸外国の会計領域における先行研究をレ

ビューしていくと，研究の関心が①利益の質，

②ディスクロージャー，③経済的帰結，④法

体制および⑤「○○GAAP」対「IFRS」の

5つのキーワードにまとめることができる。

「○○GAAP」対「IFRS」に関する研究は，

詳細な会計基準そのものの違いが起点になっ

ていることから，会計領域特有なテーマに対

する研究であると考えられる。Ashbaugh

andOlsson［2002］がそのキーワードの範囲

において，モデルの適合性を確認し，また

Langetal.［2006］が利益操作という視点か

ら検証し，さらに Henryetal.［2009］や

Barthetal.［2012］がそれぞれその差や比

較可能性（利益の質の一種とも考えられる）

の差について分析した。日本においては，胡

［2005］および増村［2005］は，U.S.GAAP

に基づく財務諸表および日本基準への調整表

が日本企業から公表していることに注目し，

その調整項目や増分情報内容などを検証した。

加えて，胡［2003；2010］は，中国GAAP

あるいはドイツGAAPとIFRSに基づく財

務情報の価値関連性の比較に焦点を合わせた。

「ディスクロージャー」と「法体制」は

グローバル時代における会計・監査研究の行方

11

出所：筆者作成。



「法体制」としてもまとめられるが，会計領

域においての「ディスクロージャー」そのも

のの重要性から，ここでは別のキーワードと

して取り扱う。これらに関する研究は，前述

したように，政治学や法学の研究領域と重な

る部分がある。具体的には，Hope［2003］

がアナリスト予測の正確性（利益の質の一種

とも考えられる）とディスクロージャーと法

体制のそれぞれの関係について分析し，また

Frostetal.［2006］が証券取引所のディスク

ロージャー・システムの強さと市場の発展具

合との関係について分析した。

「法体制」とその他のキーワード，たとえ

ば「利益の質」を組み合わせたリサーチ・デ

ザインもある。たとえば，Balletal.［2003］，

Leuzetal.［2003］およびShimaandGordon

［2011］はそれぞれ法体制の世界的違いを背

景とし，（会計基準そのものがコモン・ロー

のグループに属するが，法の施行力が弱いか

もしれない）東アジアの4つの国を分析対

象とし，各国の利益操作の差異や投資行動に

ついて分析した。

また世界的にIFRS導入の「経済的帰結」

は，経済学の研究領域と重なり，また学術的

にも興味深いテーマになる。Daskeetal.

［2008］は，そのニーズに応えた研究であり，

彼らは，市場流動性，事前的資本コスト（ex

antecostofcapital）およびトービンQの3

つの側面から，IFRS導入による経済的帰結

を検証した。

2000年以降の会計領域における Cross

Country研究の重要な研究成果のポイントを

上記 5つのキーワードに落とし込みながら

総括・列挙すると，下記のように挙げられる。

＜「○○GAAP」対「IFRS」＞

・「USGAAP」対「IFRS」における利益

および純資産の差異が減少したが，調整項目

には価値関連性が認められ（Henryetal.

［2009］），利益および純資産を同時に扱うモ

デルとしてUSGAAPに基づく財務情報が

IFRS（日本）のものより当てはまりが良く

（AshbaughandOlsson［2002］；増村［2005］），

また米国企業の会計数値のほうに価値関連性

が高いが，コモン・ロー国所在の企業との差

がなく（Barthetal.［2012］），さらに重複

上場企業のうち，調整表作成者の株価への関

連性が USGAAP（のみ）準拠者より低い

（Langetal.［2006］）。

・日本基準準拠利益のほうが USGAAP

準拠利益より保守的であり，その差が有意，

また USGAAP（日本）準拠利益を所有と

し，日米（米日）利益相違額の増分情報内容

が一部分ある（ある）こと（増村［2005］）

が確認され，その差の内容である調整項目の

うち，役員賞与調整項目や事業税及びリース

取引に有意性が認められ，日本の市場関係者

がそれらの差異に対する知識があることが確

認されたが，減損損失調整項目の価値関連性

が認められなく，市場関係者が減損会計にお

ける日米の差異がないと認識していると示唆

（胡［2005］）。

・（1994 1999年）IFRSに基づく利益お

よび純資産が中国GAAPのものより保守的

であり，利益および純資産を同時に扱うモデ

ルに中国 GAAPに基づく財務情報が IFRS

のものより当てはまりが良いが（胡［2003］），

同モデルの下，（20002005年）IFRSはドイ

ツGAAPより当てはまりが良い（胡［2010］）。

＜ディスクロージャー＞

・企業のディスクロージャーのレベルが，

（利益の質の一種である）アナリスト予測の

正確性と有意に正の関係にあり，担当するア

ナリストが少ないとき，その正の関係がさら

に強くなる（Hope［2003］）。
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・証券取引市場のディスクロージャー・シ

ステムの強さは，証券取引市場の所在国の市

場の発展具合と正に関係する（Frost［2006］）。

＜法体制＞

・一般的に法体制の強い国においてほど利

益操作の水準が低く（Leuzetal.［2003］），

アナリスト予測の正確性が高い（利益の質が

高い）（Hope［2003］），利益の質には会計基

準自体の質だけでなく，その国の法の施行力

も影響を及ぼし（Balletal.［2003］），法的

環境（特に施行力）が強い国ほど，米国投資

者はその国への投資を増やす（Shimaand

Gordon［2011］）。

＜経済的帰結＞

・市場流動性の側面に関するIFRS導入の

経済的帰結では，その改善が観測された

（Daskeetal.［2008］）。

図表4は，上記の監査領域および会計領

域研究における先行研究から浮かび上がった

キーワードと他の分野研究との位置づけを

示している。図表4の通り，監査と会計の

CrossCountry研究と法学・経済学・産業

組織学や政治学の研究領域と交わっている。

特に，監査領域の研究において，「ディスク

ロージャー」と「経済的帰結」をキーワード

とする先行研究が現段階において筆者の知る

限りほとんどないことから，これらをキーワー

ドとするCrossCountry研究を手がけるこ

とが期待される。

Ⅲ CrossCountry研究のデ
ザイン・フレームワーク

CrossCountry研究の国内外の現状や先

行研究のレビューをⅡ節で行ったので，Ⅲ節

ではCrossCountry研究をデザインすると

きの注意点を考察しながら，そのデザイン・

フレームワークの提示を試みる（図表5を

参照。）。なお，注意点の考察時において，Ⅱ

節で概説した先行研究を最大限に活用する。

研究者がCrossCountry研究をデザイン

するとき，既にⅡ節の先行研究からもわかる

ように，国ごとの文化，法体制や政治体制の

相違という研究背景に直面する。したがって，

研究者がこれらの事情を踏まえ，リサーチ・

クエスチョンを創造的に作り，明確な予測を

立て，実行可能なリサーチ・デザインを構築

しなければならない。

＜リサーチ・クエスチョン＞

リサーチ・クエスチョンを作るには，図表

グローバル時代における会計・監査研究の行方
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図表4 CrossCountry研究の研究キーワードと各研究領域の関係～既存の先行研究から

出所：筆者作成。



5に示すような4点を踏まえることが必要条

件であるといえる。それらは，①この研究は

どの利害関係者（財務諸表の作成者，監査人，

規制当局あるいは利用者）の立場に立ってい

るか，②会計手法と選択がなぜ（その研究対

象とする）国々によって違うか，③企業の基

礎的活動の国別の違い，④それらの国におい

て資本市場と債権市場が等しく効率的か，の

4点である。

＜リサーチ・デザイン：研究主体の選択＞

また，リサーチ・デザインという視点をさ

らに（1）研究主体の選択，（2）方法論，（3）

データ選択および（4）その他の4つの側面

から分けることができる。研究可能性という

実践的な視点があるが，理想論的には，リサー

チ・クエスチョンの下，研究主体を選択しな

ければならない。その選択がCrossCountry

研究の場合は，①なぜ1つの国でなく，い

くつかの国を調査するのかということを明確

に，②研究主体の機関的特徴を把握するとと

もに，③その特徴が時間とともに変化するか

について確認しておく必要がある。

たとえば，Frostetal.［2006］は，リサー

チ・クエスチョンとして証券取引所のディス

クロージャーとその証券取引所が所在する国

の市場の発展具合との関係を検証したため，

1つの国でなく，いくつかの国を調査する必

要性が出た。また，彼女らは研究主体である

各証券取引所のディスクロージャーと各国の

市場の発展具合の機関的特徴やその時間の変

化を捉えるため，まず国際取引所連合（WFE，

前身FIBV）の調査票や各証券取引所のHP

などから最初の12個のディスクロージャー

の変数を作り，その後その集計変数と3つ

のサブ集計変数を用いて研究主体のディスク

ロージャーの機関的特徴を考慮した測定に挑

んだ。またGDP，国内上場企業数，その年

のIPO企業数という伝統的な市場の発展具

合の変数に加え，市場活動（流動性）を表す

取引数や取引量計 5つの変数の平均として

計算されるものを用いて各国の市場の発展具

合を測る。逆に言うと，これらのリサーチ・

デザインができたのも，研究主体の機関的特

徴に対する理解がなければ成し遂げられない

ものであろう。

＜リサーチ・デザイン：方法論＞

方法論の要素に関しては，研究主体の選択

が1つの国であれば，同じ国を土台とする

企業レベルの分析になるが，いくつかの国で

あれば，企業レベル＋国レベルの分析になる

と考えられる。また，ここで考慮しておかな

ければならないのが，機関的特徴のコントロー

ルであろう。企業レベルの分析であるとすれ

ば，その企業がおかれている国レベルの機関

的特徴に加え，その企業が所在する産業や規

模，様々な企業レベルの機関的特徴をコント

ロールする必要があるかについて，検討して

おく必要性がある。

Choietal.［2009］のリサーチ・デザイン

から，しっかりと企業レベルと国レベルの機

関的特徴のコントロール変数を分けていると

ころは参考になるかもしれない。（図表2で

も確認できるように）彼らが法体制の違う国

での重複上場における監査報酬のプレミアム

について分析するために，監査報酬を被説明

変数，法体制や重複上場とそれらの交差項な

どを説明変数とする回帰分析を基本モデルと

した。そこで生じてくる問題として，基本モ

デルの中に，どのように企業レベルと国レベ

ルの機関的特徴のコントロール変数をいれる

かである。彼らがそこで総資産の自然対数，

新増資・損失報告や大監査法人による監査の

有無，セグメント数などを企業レベル，GDP，

外国直接投資額，ディスクロージャー・レベ
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ルを表す変数（CIFAR調査より）や大監査

法人の独占具合を国レベルのコントロール変

数として使っており，その理由も克明に記し

た（Choietal.［2009］,pp.14371439）。

＜リサーチ・デザイン：データ選択＞

データ選択に関して，①限られたデータし

かない場合どうするか，②国別による企業の

サイズや産業の構成の違いをどう克服するか，

③ランダム・サンプルの利用の可能性につい

ての検討，④形式や言語の違い，の4点を

考慮することが有効と思われる。データが

有限であるということが研究に制限をかける

ことになるが，リサーチ・クエスチョンに即

したデータ選択であれば，問題がないと考え

られる。たとえば，AshbaughandOlsson

［2002］がSEAQ国際資本市場上場の15カ

国62個，町田［2005］が日・英・米3カ国

それぞれ46，33，30個，Henryetal.［2009］

がEUの14カ国75個，いずれも100個の

サンプルを下回っているが，データ選択が適

切だったと思われる。

また，企業のサイズや産業構成の違いは時

には方法論の中の企業規模や産業ダミーのコ

ントロール変数の設定により解決できる。ま

た，産業構成の違い，形式や言語の違いは，

同一（産業や国）データ・ベースの選択によ

り回避できよう。

Ⅳ CrossCountry研究の将来
展望＆提言：チャレンジと
チャンス

＜一般論＞

会計・監査領域の国際的な研究の研究機会

が豊富である。進行中の会計基準の統一化，

多国籍企業や資本市場の増殖はこの領域への

公衆の興味を引き寄せている。CrossCountry

における会計プロセス・ディスクロージャー

の差異や，その差異の帰結に対する理解に関

する研究成果は常に社会の関心を集めている。

進行中の会計基準の統一化の流れを汲むこと

で，会計基準の統一化を研究する研究者は，

グローバル時代における会計・監査研究の行方
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図表5 CrossCountry研究のデザイン・フレームワーク

出所：筆者がGordonetal.（［2013］,p.148）を参考に作成。



Ⅲ節でも述べたように，時間をかけて，基準

間の差異を理解し，統一化された基準の実行

に影響する企業別あるいは国別のファクター

をコントロールした上でのリサーチ・デザイ

ンをするべきである。

インターネット，報道や学術的な研究成果

を通じて世界経済に関する情報が溢れている

今，研究者が研究デザインをするときに，制

度的特徴の粗い広範な指定のみならず，社会

経済における更なる特定的な指定（コントロー

ル）が必要になるだろう。たとえば，Jaggi

etal.［2012］は，広範な制度的特徴である

国の「法的環境」のみを考慮するのをやめて，

その法的環境をさらに「法自体の厳密さ」と

「法の執行の厳密さ」の2つの側面から細分

し，社会経済における特定的な指定を研究デ

ザインに織り込むことに成功し，読者に新た

な洞察眼と結果を提供したのである。

ただし，注意しなければならないのは，

CrossCountry研究でなく，単一の国を研

究対象とする研究でも，国際的な示唆を提

示する研究もあることである（たとえば，

Blokdijketal.［2006］;GassenandSkaife

［2009］）。重要なのは，単一の国で提示され

た証拠でも，類似した資本市場・法的環境や

ディスクロージャー規制を持つ他の国におい

て示唆があることである。一方，研究者は，

単一の国の設定における発見が他国への示唆

を認識しないで研究を進めていると，その研

究成果を目にする読者はその研究の国際的意

義や普遍性に疑念を持つかもしれない。した

がって，研究者は自身の研究の他国への示唆

や世界的学界における意義を十分に留意して

研究を進めるべきであろう。

＜日本の研究者にとって＞

日本の研究者は，国際的なデータ・ベース，

たとえば，CompustatGlobalDatabase,

Datestream,Mergent,Osiris,S&PCapital

IQCompustat,WRDS（WhartonResearch

DataServices）のアクセス権を購入し，大

がかりなデータを使うCrossCountry研究

が可能であると思われる。たとえば，胡

［2010］はMergent社のデータベースを使っ

て，ドイツ企業の財務情報を入手し，「ドイ

ツGAAP」対「IFRS」に基づく財務情報の

価値関連性を検証することができ，広範に興

味を引く「○○GAAP」対「IFRS」の財務

情報有用性という題材に触れることができた。

国際的なデータ・ベースがなくとも，国際

的な調査や実験研究を手がけることや他国の

研究成果と比較することも可能であると考え

られる。たとえば，町田［2005；2012］は，

それぞれ日・米・英の実験研究や日・米の実

態調査研究を手がけ，内部統制や監査時間

（監査の質の一種）という監査領域における

ホット・トピックス的な研究を進められた。

また，加賀谷［2014］は，日本におけるア

ンケート調査をDichevetal.［2013］のもの

を参考に実行し，彼らの研究結果や背景とな

る日米における財務報告のニーズの違いを検

討しながら，実証的会計研究におけるイノベー

ションの探求という喫緊で重要なテーマに迫っ

た。

また，日本を題材にしても，国際的な示唆

を学界や実務界に与えられれば，十分に国際

的に活躍できるチャンスがあると考えられる。

たとえば，Herrmannetal.［1996］は，日

本の財務諸表を米国GAAPに準拠して再表

示するメリットを探ることで，日本を題材に

しながら，当時の非米国企業の米国上場時に

おける問題：米国GAAPに調整表を出すこ

とについての是非に示唆を与えた。また，

SkinnerandSrinivasan［2012］は，日本と

いう訴訟リスクが低い国という特徴・背景を
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強調し，2006年カネボウ事件で担当監査人

のレピュテーションが著しく破損したケース

を取り上げ，監査の質を維持するための監査

人のレピュテーション・インセンティブとい

う普遍なテーマに対して検証し，証拠を提示

した。

さらに，日本の研究者は，国際的なデータ・

ベースでなくても，他国のデータ・ベースを

利用することで，2カ国間のCrossCountry

研究を行える。たとえば，Herrmannetal.

［2000］は，Compustatと日本のNEEDSデー

タ・ベースからそれぞれ米国と日本のデータ

を入手し，世界の2大証券市場という位置

づけをした米国と日本に上場している小売業

と製造業について，利益構成要素の持続性と

予測正確性を検証した。その結果，日米とも

に利益を構成要素に細分類したほうが利益の

予測正確性の改善が見られ，特に，その改善

が日本よりも米国のほうが大きいことがわか

り，詳細なガイドラインによる利益の細分類

をサポートする体制の重要性という普遍的な

示唆を与えた。

Ⅴ 総括～将来研究へのオープ
ン・クエスチョンも取り上
げながら

本稿では，グローバル時代における会計・

監査研究の行方を検討すべく，CrossCountry

研究に注目し，既存の研究実態を分析して，

CrossCountry研究の今後のデザイン・フ

レームワークの提示を試み，将来における研

究の可能性についての検討を重ねてきた。分

析してきた要点を下記のようにまとめる。

（1）CrossCountry研究は経済のグロー

バル化を背景としながら，国際的なデータ・

ベースの整備に伴い，たとえば，米国におい

て将来的に有力な研究ストリームの 1つと

して認識されるようになった。

（2）既存のCrossCountry研究をまとめ

てみると（図表1），監査領域における研究

の関心が①法体制，②監査報酬，③監査の質，

④利益の質，⑤企業特性および⑥監査市場の

6つのキーワードに集約でき（図表2），ま

た会計領域における研究の関心が①利益の質，

②ディスクロージャー，③経済的帰結，④法

体制および⑤「○○GAAP」対「IFRS」の

5つのキーワードにまとめられる（図表3）。

そこから先行研究で未開拓であるように見受

けられる，監査領域の研究において，「ディ

スクロージャー」と「経済的帰結」をキーワー

ドとするCrossCountry研究を手がけるこ

とが期待できるかもしれない。監査・会計研

究領域のCrossCountry研究は，法学・政

治学・経済学や産業組織学と研究領域が重なっ

ている（図表4）。

（3）CrossCountry研究のデザイン・フ

レームワークには，まず，創造的なリサーチ・

クエスチョンが必要で，また，実行可能なリ

サーチ・デザインを構築しなければならない。

さらにリサーチ・デザインという視点をさら

に①研究主体の選択，②方法論，③データ選

択および④その他の 4つの側面から分ける

ことができる（図表5）。

（4）CrossCountry研究の将来展望・提

言において，一般的に，国際的に進行中の会

計基準の統一化・多国籍企業や資本市場の増

殖を背景とするCrossCountry研究が盛ん

になることが予測されるが，会計基準の基準

間の差異への理解，企業別・国別の機関的特

徴への熟知およびその上での実際のリサーチ・

デザインでの細かな配慮（コントロール）の研

究設計が必要である。一方，CrossCountry

研究でなくとも，単一の国を研究対象とする

グローバル時代における会計・監査研究の行方
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研究でも，国際的な示唆を提示する研究もあ

ることに注意して研究に取り込むべきであろ

う。

（5）CrossCountry研究への取り込みは，

日本の研究者にとって大きなチャンス（チャレ

ンジ）である。研究者は国際的あるいは他国

のデータ・ベースの購入・利用によりCross

Country研究が可能であろうし，また国際

的な調査や実験研究を手がけることや他国の

研究成果と比較することもCrossCountry

研究を進める上で有効であるかもしれない。

最後に MaryE.Barthが 2008年の The

AccountingReviewに載せた「グローバル

財務報告：米の学者への示唆」（3）にあるオー

プン・クエスチョンのうち，CrossCountry

研究と関係あるものを提示し（図表6），今

後の研究への期待を込めることで，本稿の結

びとしたい。

＜注＞
（1）トムソン・ロイター社が提供するSSCIジャー

ナル・リストは，下記のHPより取得できる。

http://wokinfo.com/products_tools/

multidisciplinary/webofscience/ssci/

（ 2）Standard& Poor・s社の CompustatGlobal

データ・ベースは，1987年からサービス提供

を開始しているものであり，世界5万社を超

える企業の財務情報と市場データを提供し，

世界の株式市場の90％をカバーしているとい

う。下記のHPよりそのカバー・リストを取

得できる（Standard&Poor・s社の正式なHP
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図表6 将来CrossCountry研究へのオープン・クエスチョン：国際財務報告の視点

出所：筆者がBarth（［2008］,pp.1175 1176）を参照しながら，CrossCountry研究と結びつけながら，作成。



より取得できないため，国立台湾大学に付属

しているHPを参照）。

http://newweb.management.ntu.edu.tw/

database/DBTAtest/COMPUSTAT/

COMPUSTAT%20%28Global%29%

20Annual%20Data%20Items.pdf

（3）Barth［2008］は，当該雑誌のシニア・エディ

ター，DanDhaliwalの招待の下，投稿された

ものである。彼女は，スタンフォード大学の

教授，IASBのボードメンバー［20012009］，

アメリカ会計学会の次期会長［2013 2014］

である。
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新制度論を通してとらえた国際会計

平 賀 正 剛

愛知学院大学

本稿の目的は，国際会計に関する諸問題を，新制度論をレンズと

してとらえ直した場合，どのような説明または解釈が可能となるか

を示すことにある。具体的な問題として，会計基準の国際的収斂を

取り上げる。2000年代以降，新制度論を枠組みとした国際会計に関

する研究論文が散見されるようになってきたが，その多くはIFRS

の採用または各国会計基準のIFRSへの収斂を論じたものである。

そうした諸研究のサーベイから，会計基準の国際的収斂が制度的同

型化として説明可能であることが明らかとなる。

また，会計基準の国際的収斂には，意思決定に有用な情報の提供

を目的とするIFRSという1組の会計基準の普及という一面もうか

がえる。TolbertandZucker［1996］の革新の制度化モデルを援用

することにより，会計基準の国際的収斂は利用者志向会計の制度化

としても解釈できることを示す。

各国の会計基準がIFRSに収斂する一方，特定の基準のカーブ・

アウトや当該国独自の会計基準の容認などが確認されるケースも存

在する。さらには，IASBに対し，特定のIFRSの改訂を求める会計

基準設定主体の動きも見られる。このような動向は，制度的同型化

と表裏一体の概念であるデカップリングとして，またはOliver［1991］

が示した，制度的圧力への戦略的対応として説明可能なことを指摘

する。

要 旨



Ⅰ はじめに

本稿の目的は，新制度論をレンズとして国

際会計に関する問題，とりわけ会計基準の国

際的収斂という問題をとらえ直した場合，そ

れをどのように説明または解釈することが可

能であるかを示すことにある。本稿で言うと

ころの新制度論とは，MeyerandRowan

［1977］を端緒とし，主に組織論の領域で展

開されてきた一連の議論を指す。正確な表現

によれば，新制度派組織論または新制度派

社会学などと呼称される議論がこれに該当す

る。

新制度論登場前の組織論では，当該組織の

戦略をもっとも効率的に実行するのに最適な

組織構造が各組織において選択・決定される

というのが通説であった（佐藤・山田［2004］，

p.147）。ところが現実には，多くの組織に

きわめて類似した公式組織構造が観察される。

この点を指摘し，組織構造の類似性を一定の

組織構造の制度化として論じたのが Meyer

andRowan［1977］であった。換言すれば，

従来コンティンジェントに成立しうるものと

考えられてきた組織構造が実際には均一化さ

れているという，いわば理論と現実の矛盾に

ついて合理的説明を試みたのが新制度論の出

発点であったといえる。

組織論に関するこのような状況を念頭に置

きながら，会計基準の国際的収斂に関するこ

れまでの学術的議論と現実を振り返ってみた

い。「国際会計の父」（松井［2003］,p.59）

と称されるMuellerは，1968年に公表した

論文において世界に観察される10の経営環

境を示すことで，各国の環境と会計とが密接

に関連していることを明らかにした。また同

稿の結論として，会計原則の国際的多様性を

望ましいものではないと判じながらも，環境

の相違を理由としてアメリカの会計原則を他

国で適用することの妥当性を否定している

（Mueller［1968］,p.97）。

また，その前年に公表された著作において

は，いわゆる多国籍企業について次のような

記述が見られる。

「国際企業は（中略）長い伝統に基礎づけ

られた，あらゆる前例と拘束からほとんど自

由であるから，自らの特別な状況に特に適合

し，かつ，一国の社会的，政治的，法律的，

あるいは経済的影響に束縛されないような，

会計，監査，および報告の基準と実務を工

夫するのに理想的な立場にある」（Mueller

［1967］,p.222;邦訳［1969］,p.292）

以上の点に鑑みれば，Muellerは会計基準

の国際的相違を問題視しながらも，特定の環

境下で設定された会計基準を異なる環境下で

一律に適用することについては懐疑的であっ

たといえる。会計基準の統一が図られると

すれば，それは，PerlmutterandHeenan

［1979］がいうところの「世界志向」（1）企業

の間であるというのが，Muellerの基本的な

考えであったように思われる。

その後に公表された会計基準の国際的調和

化あるいは収斂に関する研究論文においても，

Muellerの考えは基本的に踏襲されていった

といえる。Briston［1978］,Samuelsand

Oliga［1982］,Hove［1986］,Taylor［1987］,

YuandLee［1987］,Belkaoui［1988］,Perera

［1989］,RiahiBelkaoui［1994］,Hassan

［1998］,NdzingeandBriston［1999］など

80，90年代を通じて公表されてきた論文で

は，国際会計基準（InternationalAccounting

Standards;IAS）または国際財務報告基準

（InternationalFinancialReportingStand-

ards;IFRS）を先進国，とりわけアングロ＝
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サクソン諸国の環境を想定して設定された基

準と位置付け，それ以外の国々での適用の困

難性が指摘されてきた。これらの議論は，い

ずれも Muellerが指摘した，環境の相違に

応じた会計の多様性の存在を論拠としている

といえよう。

会計基準の国際的収斂に対し，学術的な見

地からは懐疑的な見解が示されてきた一方で，

現実には90年代後半から会計基準の国際的

収斂が急速に進んだのは周知の通りである。

各国におけるIFRSの適用状況について調査

したDeloitte［2014］によれば，調査対象と

なった173法域のうち，上場企業の財務諸

表作成にあたりIFRSを強制適用している，

もしくはIFRS適用を容認している法域は7

割を超えている。

IFRSの一律適用は難しい，あるいは望ま

しくないとの指摘がなされてきたにもかかわ

らず，実際の会計基準は統一的な方向に向か

うというこの状況は，冒頭で述べた70年代

末の組織論をめぐる状況と類似している。組

織論における理論と現実の矛盾を説明するた

めに登場した新制度論は，会計基準の国際的

収斂という現象の合理的説明にも援用できる

のではないかと期待できる。新制度論を通じ

て会計基準の国際的収斂という現象をとらえ

直す本稿の意図はここにある。

Ⅱ 会計基準の国際的収斂の新制
度論的解釈 1―制度的同型化―

前出のMeyerandRowan［1977］では，

組織構造の均一化は「制度的神話（institu-

tionalmyths）」を組織構造に取り入れた結

果生じた「同型化（isomorphism）」として

説明される（MeyerandRowan［1977］,p.

345）。同型化の概念は，その後 DiMaggio

andPowell［1983］によって精緻化され，

「制度的同型化（institutionalisomorphism）」

という概念が示された。結論からいえば，会

計基準の国際的収斂は各国会計基準の制度的

同型化として説明可能である。そこで，制度

的同型化とはどのような概念なのか，説明す

る。

制度的神話とは，端的に表現すれば，どの

組織も当然備えているべきであると社会的に

認識された要素といえる。MeyerandRowan

［1977］によれば，制度的神話とは次のよう

に形成される。すなわち，社会においてネッ

トワークが相互に密となるにつれ，そこで行

われている特定の実務，職業的専門性，ある

いは協調原理などが，法，教育，認定制度，

および世論などに支持されることにより，組

織構造に取り込まれるべきものとして神話化

する（MeyerandRowan［1977］,p.347）。

こうして形成された神話は，それが合理的な

効率性を有したものであるという仮定に基づ

き，正統性（legitimacy）を帯びるようにな

る（MeyerandRowan［1977］,p.347）。

この正統性は，法によって強制される場合も

あれば，ネットワークにおける強大な上位組

織によって実質的に強制される場合もある

（MeyerandRowan［1977］,pp.347348）。

こうして新たな制度的神話が形成されると，

各組織はその神話に合致するような組織構造

をデザインする（MeyerandRowan［1977］,

p.349）。そのため，いずれの組織も類似し

た組織構造を持つに至る。これがMeyerand

Rowan［1977］が説明する同型化の概要であ

る。

同型化を果たした組織は，さらに社会的に

確立された評価基準によって自らを評価する

ことで，各種利害関係者に対し，当該組織が

社会に適合した正統性を持った存在であるこ

新制度論を通してとらえた国際会計
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とを主張する（MeyerandRowan［1977］,

pp.350351）。同型化を通じて獲得された正

統性は，当該組織に，その存続に必要な各種

資源へのアクセスを容易ならしめる（Meyer

andRowan［1977］,p.352）。これは，具体

的には，当該組織が正統性を得たことにより

「社会からの信頼を獲得し，借入金，寄付，

投資などをより得やすくなる」（櫻井［2003］,

p.61）ことを意味する。

前述のように，同型化は DiMaggioand

Powell［1983］によって，より精緻な理論へ

と昇華された。同論文の特徴は，同型化の説

明にあたり，組織フィールド（organizational

field）という概念を導入したこと，同型化

を生じさせる理由に基づき同型化の分類を図っ

たことの2点であろう。

組織フィールドとは，いわば同型化が生じ

る「場」であり，「一般的に認められたある

領域を，全体として構成する諸組織であり，

具体的には，主要な供給先，資源および製

品の消費者，規制当局，および同種のサービ

ス・製品を生産するその他の諸組織を含む」

（DiMaggioandPowell［1983］,p.148）も

のと定義される。組織フィールド内では「あ

る個体群の中の 1単位が同じ環境条件に直

面している他の単位に類似せざるを得なくな

る強制的プロセス」（DiMaggioandPowell

［1983］,p.149）が生じる。これがDiMaggio

andPowell［1983］による同型化の定義であ

る。

DiMaggioandPowell［1983］は，同型化

を競争的同型化（competitiveisomorphism）

と制度的同型化（institutionalisomorphism）

に大別している。前者は各組織が組織フィー

ルド内の環境を考慮し，効率性・合理性を追

求した結果生じる同型化であり（DiMaggio

andPowell［1983］,p.150），後者は競争的

同型化として説明のできない同型化をすべ

て含むものである（DiMaggioandPowell

［1983］,p.150）。

制度的同型化は，さらに同型化を生じさせ

る外因的な 3種類の圧力によって①強制的

同型化（coerciveisomorphism），②模倣的

同型化（mimeticisomorphism），③規範的

同型化（normativeisomorphism）に類型

化される。これらを端的に説明すれば次の通

りである。

①強制的同型化：政府や法的環境，大組織

や親会社などからの公式・非公式の圧力を

受けた結果，各組織に生じる同型化である

（DiMaggioandPowell［1983］,pp.150151）。

②模倣的同型化：ある組織が組織フィールド

内ですでに経験を持つ他の組織をモデルとす

ることによって生じる同型化であり，特に

強い不確実性が存在する場合に生じやすい

（DiMaggioandPowell［1983］,pp.151152）。

③規範的同型化：高等・専門教育により，あ

るいは職業専門化の推進により，組織横断的

なネットワークが存在する場合，組織間で人

材が同質化していくことによって生じる同型

化（DiMaggioandPowell［1983］,pp.152

153）。

2000年代に入り，IFRSの採用または各

国基準のIFRSへの収斂を，上記の新制度論

を枠組みとして論じる研究が増えている。そ

の中でも多く見られるのは，新興経済圏にお

けるIFRSの採用を制度的同型化として説明

する研究である。中でもIrvine［2008］はと

くに注目に値する。Irvine［2008］は，アラ

ブ首長国連邦において進むIFRSの採用を制

度的同型化として説明した研究であるが，

DiMaggioandPowell［1983］による3種類

の制度的同型化の議論を適用し，新興経済圏

においてIFRSの採用を促す3種類の制度的
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圧力を論じており，その点で同様の研究の中

ではもっとも体系的であるといえる。以下，

Irvine［2008］の指摘する3種類の制度的圧

力（institutionalpressure）を紹介する。

①強制的圧力（coercivepressure）（Irvine

［2008］,pp.132133）

世界銀行グループや資本市場を源泉とする

制度的圧力。世界銀行は融資の条件として

IFRSの採用を求めることがある。ゆえに

IFRS採用により，世界銀行からの支援融資

対象国としての正統性が確保される。また，

IFRS採用を通じた会計基準の整備により，

健全な金融市場を備えた投資対象国としての

正統性を得ることができる。

②模倣的圧力（mimeticpressure）（Irvine

［2008］,pp.134135）

IFRSを財務諸表の作成基準としている多

国籍企業，またはIFRSを自国基準として採

用している貿易相手国から生じる圧力。多国

籍企業や貿易相手国との経済関係を強化する

中で，それらが採用している会計基準を採り

入れることが不可欠と考えられ，これが

IFRS採用を促す圧力を構成している。

③規範的圧力（normativepressure）（Irvine

［2008］,pp.133134）

国際的に活動する会計プロフェッション，

とりわけビッグ4を源泉とする制度的圧力。

国際会議の席上でのIFRS採用を促す発言や，

クライアントに対するIFRSに準拠した財務

諸表の作成指導を通じ，IFRSが普及してい

く。

他の国を事例とした研究においても，上記

の3種類の圧力のうち，いずれかの存在が

指摘されている。バングラディッシュを事例

として取り上げたMirandRahaman［2005］

は，同国で進むIFRSの採用には政府をその

源泉とした強制的圧力が働いていることを，

関係者へのインタビュー調査とその分析によっ

て明らかにしている。またHassan［2008］

も，MirandRahaman［2005］と同様の手

法により，エジプトにおいてIFRSと同じ内

容を持つ会計基準が設定されている事実を，

政府および規制当局からの強制的圧力，なら

びに会計プロフェッションによる規範的圧力

の結果として説明している。フィジー諸島に

おけるIFRS採用を論じたChand［2005］は，

やはりインタビュー調査を通じ，模倣的圧力

の存在を明らかにしている。

一方，複数国を対象とした実証研究も存在

する。Judgeetal.［2010］および Lasmin

［2011］は，前節で紹介したDeloitteによる

調査結果からIFRSを採用している新興経済

国を抽出し，3種類の制度的圧力を独立変数，

IFRSの採用を従属変数とした回帰分析を行っ

ている。両研究ともに，3種類の制度的圧力

がIFRS採用に対し，統計的に優位な説明力

を有していると結論付けている（2）。

以上のように，IFRSの採用またはIFRS

への会計基準の収斂を制度的同型化として説

明する試みが，定性的および定量的アプロー

チの双方によってなされている。

Ⅲ 会計基準の国際的収斂の新
制度論的解釈 2―利用者志
向会計の制度化―

新制度論を枠組みとした国際会計研究の多

くは，前節で紹介したような，IFRSの採用

やIFRSへの収斂を制度的同型化として説明

するものが多い。これらの研究は，すでに

IFRSを，各国が備えるべき会計基準として

位置付け，その上でなぜ各国がIFRSを採用

新制度論を通してとらえた国際会計
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するのか，または各国基準をIFRSに収斂さ

せようとするのかということに焦点を当てて

いる。その一方で，IFRS自体がなぜ正統な

会計基準として認められるに至ったのかにつ

いては論じられない。このことは，上記の研

究が枠組みとする，DiMaggioandPowell

［1983］をはじめとする初期の新制度論の抱

える問題点に由来している。

初期の新制度論における制度的同型化の議

論については「制度の継続性に関しての説明

には苦労しないが，どうしてある革新や構造

が新たに制度化していくのか（中略）につい

て説明することが難しいという問題点を持っ

ている」（櫻田［2003］,p.64）と指摘され

る。すなわち，会計基準の議論に置き換えれ

ば，70，80年代にさほど注目される存在で

はなかったIFRSが，その後なぜ既存の会計

基準に代わり普及していったのかという点に

ついて，DiMaggioandPowell［1983］を枠

組みとしている限りは説明が難しいというこ

とである。

変化や革新がどのように普及していくのか，

すなわち，制度化のプロセスの解明について

は，その後の新制度論において取り組まれて

いる。革新の制度化プロセスをモデル化した

研究の一つにTolbertandZucker［1996］が

あげられる。TolbertandZucker［1996］に

よれば，革新の制度化は3段階のプロセス

として説明される。まず，ある問題に対し，

何か革新的な解決手段が考案されると，それ

が同様の問題に直面している組織によって模

倣される。この第1段階は「習慣化（habitu-

alization）」と呼ばれる（TolbertandZucker

［1996］,pp.181 182）。この革新的問題解

決手段の採用について，そのリスクとベネ

フィットが観察され（モニタリング），その

有効性が体系的に整理される（理論化）と，

当該革新の正統性について社会的コンセンサ

スが形成されていき，それが異質の特徴をもっ

た組織にも採用されるようになる。この段階

は「対象化（objectification）」と呼ばれる

（TolbertandZucker［1996］,pp.182183）。

当該革新の採用により良好な結果を得られる

ことが明らかにされ，その有効性に対し異議

を唱える組織的勢力が存在しなければ，それ

は完全に各組織に浸透（制度化）していく。

これが最終段階の「沈殿化（sedimentation）」

である（TolbertandZucker［1996］,p.184）。

ただし，この制度化は，当該革新を規制当局

や上位機関・組織が支持することによって加

速的に進むということがTolbertandZucker

［1983］やDelmas［2002］などの事例研究に

よって明らかにされている（3）。以上の制度化

モデルは図表1のように整理される。

本稿が議論の対象とする会計基準の国際的

収斂について，IFRSの世界的普及という側

面に焦点を当て，TolbertandZucker［1996］

の革新の制度化モデルを適用すれば，それは

・利用者志向会計の制度化・としても説明が

可能となるように思われる。その説明にあた

り手掛かりとなるのが会計基準設定のための

概念フレームワークである。

米国の財務会計基準審議会（Financial

AccountingStandardsBoard;FASB）が

1978年以降，財務会計の諸概念に関するス

テートメント（StatementofFinancialAc-

countingConcepts;SFAC）を公表して以来，

多くの国および国際機関により概念フレーム

ワークが公表されてきた（図表2参照）。こ

れらの概念フレームワークでは，財務諸表ま

たは財務報告の目的は，投資を中心とした経

済的意思決定に有用な情報の提供と定義され

る（4）。この点は，IASBのフレームワークも

例外ではない（5）。財務報告の目的としての
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意思決定有用性志向は，現在では国際的に普

及した理念であるといえよう。

ところが，会計に期待される役割は，元来，

各国同一ではなかった。現に日本では「従来，

「企業会計原則」をはじめとする会計基準に

おいては，処分可能利益の算定が重視され，

このフレームワーク内において投資意思決定

情報の拡充が図られてきた」（広瀬［1997］,

p.3）という経緯がある。日本の会計制度が

いわゆる大陸型として類型化されるとすれば，

大陸ヨーロッパ諸国にも同様の指摘がなされ

よう。いずれにせよ，関係者間の利害調整が

会計の目的として考えられてきた国があった

ことは間違いない。

ところで，意思決定有用性という概念は，

意思決定を行う財務諸表利用者への役立ちと

いう観点から会計情報の内容を規定していく

という，いわば会計の利用者志向に由来して

いる。財務諸表利用者のニーズを重視すると

いう考えは，アメリカにおいて1950年代に

登場した（AAA［1977］,p.10）といわれる。

その後，この利用者志向は，1966年の『基

礎的会計理論に関するステートメント（A

StatementOfBasicAccountingTheory;

ASOBAT）』において主張され，その後アメ

リカ公認会計士協会（AmericanInstitute

ofCertifiedPublicAccountants;AICPA）

の会計原則審議会（Accountingprinciples

Board;APB）ステートメント第 4号，『財

務諸表の目的』（トゥルーブラッド委員会報

告書）にも受け継がれ，SFACの開発に重要

な役割を果たした（Wolketal.［2008］,pp.

183184;邦訳［2013］,p.235）。こうして

誕生したSFACは「作成者志向アプローチ

から利用者志向アプローチへのパラダイムの

変換を意味する」（津守［2002］,p.252）と

いう点で，財務会計の一種の革新と考えるこ

とができる。

新制度論を通してとらえた国際会計

29

図表1：TolbertandZucker［1996］による革新の制度化モデル

【出典】TolbertandZucker（1996,p.182）に筆者が加筆し作成。
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図表2：主要国による概念フレームワークの公表

【出典】平賀［2011］p.57に加筆の上作成。



この会計の利用者志向は概念フレームワー

クとともに世界的に普及していったといって

よい。図表2は主要国における概念フレー

ムワークの作成の経緯をまとめたものである。

この年表が示すように，SFACの公表後，概

念フレームワークはまず，カナダ，オースト

ラリア，ニュージーランドの基準設定主体

（または職業会計士団体）によって公表され

た。また，英国でも概念フレームワークの公

開草案が1991から1992年の間に公表され

ている。これらの概念フレームワークの内容

については，SFACとの類似性（広瀬［1995］,

pp.162 170）が指摘されている。さらに

IASCも1989年に概念フレームワークを公

表したが，これも「FASBの『概念フレーム

ワーク』のエッセンスといっても過言ではな

い」（広瀬［1995］,p.165）内容と評される

ものであった。その後，90年代後半から大

陸欧州諸国や日本においても民間の基準設定

主体が設立されると，それらの設定主体も概

念フレームワークの作成を試みるようになり，

さらに会計基準の国際的収斂が進む中で，

IASBの概念フレームワークも多くの国で採

用されるようになった。すなわち，会計の利

用者志向が概念フレームワークの中で明文化

される形で普及したのである。

この概念フレームワークの普及プロセスは，

TolbertandZucker［1996］が示した革新の

制度化モデルによって説明できる。このモデ

ルによれば，特定の問題解決のために生み出

された革新は，同様の問題を抱えた組織によっ

て模倣される。概念フレームワークは，80

年代後半から90年代初頭にかけ，まずアン

グロ・サクソン諸国において模倣的に作成さ

れたことに注目されたい。

アングロ・サクソン諸国の会計制度は，い

わゆる英米型会計制度あるいはアングロ＝ア

メリカン型会計制度として類型化される。こ

の会計制度の特徴の1つが，民間の会計プ

ロフェッションによる自主規制体制にあるこ

とは，国際会計のテキストを通じ定説となっ

ているところである（6）。

そのような制度の下では「会計プロフェッ

ションの権威に基づき，会計実務に信頼性が

付与される」（村瀬［1996］,p.48）ことに

なる。そのため「会計プロフェッションは会

計基準を設定し，それだけで不十分とあれば，

さらにその会計基準を支える理論として概念

フレームワークを設定する」（村瀬［1996］,

p.48）ようになる。事実，FASBによる概

念フレームワーク設定の背景には，「アメリ

カの会計基準が常にパブリック・セクターと

プライベート・セクターのいずれが設定主体

となるべきかという歴史的な対峙関係」（広

瀬［1995］,p.126）が存在しており（7），概

念フレームワークの設定には，パブリック・

セクターによる直接規制を回避するために

「プライベート・セクターとしての自主規制

能力を証明しよう」（広瀬［1995］,p.128）

という意義があったと指摘される。

さらに年金や退職給付，金融商品など，会

計処理に多くの主観的判断を必要とする会計

問題が登場するようになると，それらを従来

の「配分」や「対応」といった理論で十分に

説明することができなくなる。ゆえに，

FASBはそれらに代わる新たな理論として利

用者志向に基づく概念フレームワークを作成

したというのが村瀬［1996,pp.4850］の

指摘である。

このような自主規制体制崩壊の危機は，同

じく自主規制を特徴とする英米型会計制度を

持つ国に共通の問題であり，その解決のため

に生み出された概念フレームワークと利用者

志向が最初にそれらの国々で普及した事実は，

新制度論を通してとらえた国際会計
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TolbertandZucker［1996］による革新の制

度化モデルの第一段階，習慣化として説明で

きよう。

その後90年代後半から2000年代前半に

かけ，いわゆる大陸型会計制度の国々でも概

念フレームワークの作成が試みられるように

なった。ゆえにこの時期は，利用者志向会計

の対象化の進んだ時期と位置付けられる。もっ

ともスペイン，ドイツ，韓国，日本において

概念フレームワークを公表したのは各国の民

間の会計基準設定主体であり，その意味では，

革新が，それを生んだ組織とは異質な組織へ

普及していくという TolbertandZucker

［1996］の対象化の定義には当てはまらない

ようにも思える。

これらの国々とは別に注目すべきはポル

トガルである。同国の会計標準化委員会

（ComissaodeNormalizacaoContabilistica;

CNC）が設定した『プラノ・オフィシアル・

デ・コンタビリダーディ（PlanoOficialde

Contabilidade;POC）』の第3章では，財務

諸表の目的として利用者の意思決定有用性，

さらに意思決定有用性を構成する質的特徴と

して，目的適合性，信頼性，および比較可能

性について記述されている。また，1997年に

同委員会から公表された『会計指針（Directriz

Contabilistica;DC）』18号では，財務情報

の目的から，情報の質的特徴，財務諸表の構

成要素の測定・認識基準，さらに資本や資本

維持の概念が段階的に演繹されていくことが

説明されている。

CNCは財務省の管轄下にある組織であり

（Ferreira［2003］,p.12.09），パブリック・

セクターといえる。ゆえにPOCやDCはそ

れ自体に法的強制力を備えており，純粋な会

計基準とは言い難い（8）。ところが，そのよ

うな組織（民間の基準設定主体とは異質な組

織）でも概念フレームワークに見られる利用

者志向が取り入れられていることは，とりも

なおさず，この時期に会計の利用者志向の対

象化が進んだことを表している。

ただし，対象化の段階に進むにあたり，会

計の利用者志向の有効性について，モニタリ

ングや理論化がなされたとは必ずしもいえな

い。たとえば藤井［2006］は，1990年代と

2000年代前半に行われた，包括利益の価値

関連性に関する国内外の実証研究が「包括利

益には純利益を上回る価値関連性は認められ

ないという経験的証拠を，ほぼ一貫して提示

し続けてきた」（藤井［2006］,pp.56）こ

とを指摘している。

包括利益はSFAC第5号において提示さ

れ，その後普及していったという点では，利

用者志向から導出された利益概念といえよう。

とすれば，藤井［2006］の指摘には，利用

者志向会計は必ずしも利用者のために有用と

なりえていないという含意がある。このこと

は，利用者志向という革新の有効性が，会計

研究によって必ずしも理論化されなかったこ

とを意味する。

利用者志向の制度化を促進したのは，証券

監督者国際機構（InternationalOrganization

ofSecuritiesCommissions;IOSCO）や欧

州連合（EuropeanUnion;EU）などの規制

機関によるIFRS支持であったように思われ

る。1987年に IOSCOが IASCのオブザー

バーとなった2年後に，IASCが概念フレー

ムワークを公表し，利用者志向が正式に表明

されると，1995年にはEUが域内の会計基

準についてIASCおよびIOSCOと連携を図っ

ていくことを発表した（EC［1995］）。2000

年にはIOSCOがIASのレビューを終了し，

IASをコア・スタンダードとして承認する

とともに，EUも2005年以降のIAS域内強
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制適用を発表した（EC［2003］）。この一連

のIOSCOおよびEUによるIAS（IFRS）支

持は，IFRSの採用と同時に会計の利用者志

向の普及を急速に促進したと考えらえる。

以上，IFRSに向けた会計基準の国際的収

斂は，TolbertandZucker［1996］の革新の

制度化モデルを援用すれば，FASBの概念

フレームワークに端を発する利用者志向会計

の世界的な制度化と解釈することも可能とな

る。

Ⅳ 現存する会計基準の国際的
相違の新制度論的解釈

各国の会計基準がIFRSへ収斂していく一

方で，現地の会計基準とIFRSとの相違が根

強く残っているケースもいまだ散見される。

その一例としてマレーシアをあげることがで

きる。同国の会計基準設定主体であるマレー

シア会計基準審議会（MalaysianAccounting

StandardsBoard;MASB）は 2008年に，

2012年までに会計基準をIFRSに完全に収

斂させる計画を公表し（MASB［2008］），

2011年11月にその作業を終了した（MASB

［2011］）。ところが，2014年4月現在まで，

MASBは農業および不動産開発に関する会

計基準について，IFRSとは異なる独自の措

置を採っている。

MASBは2012年1月をもってIAS41号

『農業』をマレーシア財務報告基準（Malay-

sianFinancialReportingStandards;MFRS）

141号として採用したものの，同基準の企業

への適用開始時期は2014年1月まで延期さ

れた（MASB［2012］）。その後2014年に入

ると，適用開始時期をさらに1年延長する

ことが決定された（MASB［2013］）。すなわ

ち，マレーシアは，IAS41号を暫定的にカー

ブ・アウトしている状況にあるといえる。

また MASBは 2010年に国際財務報告基

準解釈指針委員会（InternationalFinancial

ReportingInterpretationsCommittee;IFRIC）

の解釈指針であるIFRIC15号を，MASBの解

釈指針委員会（InterpretationsCommittee;

IC）の解釈指針（IC15号）『不動産の建設

に関する契約』として採用したが，同指針も

その適用開始時期について 3度の延期が図

られ，現在は2015年1月以降に適用される

予定となっている（MASB［2013］）。同時に，

MASBは，マレーシア独自の会計基準である

財務報告基準（FinancialReportingStand-

ard;FRS）201号『不動産開発業』を維持

し，その適用を容認している。

このような一部基準のカーブ・アウトや独

自基準の維持は，新制度論ではどのように説

明されるのであろうか。結論からいえば，マ

レーシア基準にみるこのようなIFRSからの

乖離は，デカップリング（decoupling）とい

う概念で説明できる。デカップリングとは，

新制度論の草分けであるMeyerandRowan

［1977］においてもすでに論じられている，

新制度論の重要な概念の1つである。Meyer

andRowan［1977］は，同型化を通じて制度

的神話を組織に取り込んだ場合，次のような

矛盾が生じることを指摘する。すなわち，①

制度的神話に依拠したルール（制度的ルール）

があまりに一般化されすぎてしまっているな

どの理由で，現場で生じる具体的かつ多様な

問題に適用できない（MeyerandRowan

［1977］,p.355）。②相互に相容れない内容

を持つ複数の制度的ルールを採り入れてしまっ

たがために，それらが内部の構成要素間に矛

盾を生じさせてしまう（MeyerandRowan

［1977］,p.356）。MeyerandRowan［1977］

は，このような矛盾の解決手段として，デカッ

新制度論を通してとらえた国際会計
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プリングを説明する。すなわち，現場におけ

る実際の活動に対して行われる，制度的ルー

ルに準拠した監視，評価，監督を最小限にと

どめるなど，非公式な調整を図ることにより，

組織の正統性を保ちながら，組織の安定性を

図ること（MeyerandRowan［1977］,p.355）

がデカップリングと定義される（9）。

IFRSからの乖離をデカップリングとして説

明する研究は国内外ともに極めて少ない（10）。

その中で藤井［2003］は，この問題につい

て言及した数少ない研究の一つといえる。藤

井［2003］は，英米主導の会計基準の調和

化を制度的同型化ととらえた上で，基準調和

化を受け入れるための戦略としてデカップリ

ングを位置付けている（藤井［2003］,p.30）。

その事例として，シンガポール，ドイツ，日

本の IAS（当時）に対する対応を指摘して

いる（藤井［2003］,pp.3031）（11）。

本節の冒頭で述べたマレーシアにおける

2つのIFRSからの乖離について，なぜその

ような措置が取られているのであろうか。ま

ずIAS41号の適用開始時期延期の理由とし

て，MASBはマレーシアの主要産品である

パーム油や天然ゴムを生む果実生成型生物資

産（アブラヤシやゴムの木）に，IAS41号

が求める公正価値測定を適用することの困難

性をあげている。当該資産に市場が存在しな

いこと，さらには測定にあたり過大な主観や

不確実性を伴うこと（MASB［2010a］,pp.3

4）がその具体的理由として指摘されている。

一方，MASBに IC15号の適用延期を決定

させる契機となったのは，マレーシア不動産

住宅開発業協会（RealEstateandHousing

Developers・AssociationMalaysia）による

陳情である（MASB［2010b］）。これを受けた

MASBは，マレーシアにおける不動産開発

業のビジネスモデルの特殊性を理由に，更な

る検討とIASBへの情報提供を行うべく，延

期を決定した（MASB［2010b］）。

端的にいえば，マレーシア主要産業である

プランテーションや不動産開発業へのIFRS

の適用が，当該産業の財務報告の内容に大き

な影響を及ぼすことを懸念したことが，適用

開始時期延期の理由と考えてよい。したがっ

て，MASBによるこうした措置は，デカップ

リングの一種，とりわけMeyerandRowan

［1977］が「問題の回避（avoidance）」（Meyer

andRowan［1977］,p.357）と呼ぶ行動と

考えられる。

ところが，農業と不動産開発の会計基準に

関し，MASBが採ったのは回避的行動だけ

ではない。IASBに対し，マレーシアの事情

を汲んで基準の見直しを求める積極的な行動

も見られる。MASBが指摘したIAS41号の

適用困難性は，アジア・オセアニア基準設定

主体グループ（Asian OceanianStandard

SettersGroup;AOSSG）から2011年に公

表された『IAS41号に関する論点書（Issues

PaperonIAS41Agriculture）』において取

り上げられ，果実生成型生物資産へのIAS16

号の適用が提言された（AOSSG［2011］,p.

4）。同論点書は2012年9月にIASBの公表

したIAS41号に関するスタッフ・ペーパー

において，参照文献としてその全文が引用さ

れている。またMASBは，IASBが2007年

に公表したIFRIC解釈指針草案D21号『不

動産販売』に対するコメント・レターに

FRS201号の全文を添付し，IASBにその内

容を検討するよう進言した（MASB［2007］,

p.4）。このような能動的な対応はデカップ

リングの概念に当てはまらない。

MeyerandTowan［1977］をはじめとす

る初期の新制度論では，人や組織が単に制度

的ルールを当然のものと考え，それに従うだ
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けのきわめて受動的な存在として描かれてい

る（佐藤・山田［2004］,p.244）。したがっ

て，MASBが見せたような制度に対する能

動的な対応を説明することはできない。この

ような弱点を克服すべく，その後の新制度論

研究では，関係者や組織を能動的な存在とし

て扱い，それらが制度に働きかけ，制度のあ

り方に影響を及ぼしている側面にも焦点があ

てられるようになった。その代表的研究の

1つとしてOliver［1991］があげられる。

Oliver［1991］は，制度的圧力を受けた場

合に組織が取りうる基本戦略として，①黙従

（acquiesce），②妥協（compromise），③回

避（avoid），④拒否（defy），⑤操作（mani-

pulate）の5つを指摘する（Oliver［1991］,

pp.152158）（12）。さらにOliver［1991］は，

組織がいずれの戦略的対応を採用するかを予

測するための要素として次の 5つをあげて

いる。すなわち，①なぜ制度的圧力が行使さ

れているのか（理由：cause），②誰が制度

的圧力を行使しているのか（関係者の構成：

constituents），③どのような規範や規定に

従うよう求める制度的圧力なのか（内容：

content），④いかなる手段で制度的圧力が行

使されているのか（統制手段：control），⑤ど

のような環境的背景で制度的圧力が行使され

ているのか（背景：context）である（Oliver

［1991］,p.160）（13）。

上記の5つの戦略的対応のうち「黙従」は，

基本的には制度的ルールに完全に準拠するこ

とであり（Oliver［1991］,pp.152 153），

制度的同型化が生じている状態と解される。

また，「妥協」は，端的にいえば，制度的ルー

ルへの部分的準拠であり（Oliver［1991］,

pp.153154），「回避」は制度的ルールから

逃れようとする試みである（Oliver［1991］,

pp.154156）。したがって，これら2つの戦

略的対応は，およそデカップリングに該当す

るものと考えられる。一方，「拒否」は，制

度的ルールを無視する，制度的ルールから離

脱を表明する，あるいは制度的圧力の源泉を

非難するといった対応を含んでいる（Oliver

［1991］,pp.156157）。「操作」は制度的圧

力の源泉を自らの組織に取り込む，組織自ら

制度的ルールを形成する，制度的圧力の源泉

を自らの支配下に置く，などを具体的内容と

している（Oliver［1991］,pp.157 159）。

農業および不動産開発の会計基準をめぐる

MASBの一連の動きは，単に「妥協」また

は「回避」的対応にとどまらず，「操作」的

対応をも含む行動と解釈できる。

各国の基準設定主体の中には，上記の

MASB以上に能動的な動きを見せる組織も

ある。その代表はFASBであろう。2002年

のノーウォーク合意とその後複数回にわたる

覚書の取り交わしにより，FASBがIASBと

の協働体制の確立を図ったのは周知の通りで

ある。このことに関し，SECはスタッフ・

ペーパーにおいて今後のFASBの役割につ

いて言及した。具体的には，米国の考えを

IFRSに反映させた上で，IFRSを米国基準

に取り込む形で，IASBの基準設定に関わっ

ていくことをFASBに期待している（SEC

［2011］,p.8）。IASBとの協働が，このよう

な意図の下に進められたのであるとすれば，

FASBの動きは，会計基準の国際的収斂を

促す圧力に対する「操作」として説明できよ

う。

いずれにせよ，IASBおよびIFRSに対し

て各国（および各国の基準設定主体）が採り

得るあらゆる行動は，Oliver［1991］による

「戦略的対応」の概念を用いることにより，

新制度論の枠組みの中で説明することが可能

となる。

新制度論を通してとらえた国際会計
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Ⅴ むすびにかえて

本稿では，新制度論というレンズを通し，

会計基準の国際的収斂という現象をとらえ直

した。2000年代以降，新制度論を枠組みと

した国際会計研究が散見されるようになって

きたが，それらの多くは，各国基準のIFRS

への収斂を制度的同型化として説明した研究

である。それらの概要の紹介を通じ，IFRS

への収斂が，強制的圧力，模倣的圧力および

規範的圧力という 3種類の制度的圧力を受

けた結果生じる制度的同型化として説明可能

であることが明らかとなった。

次に，会計基準の国際的収斂を，IFRSの

普及という側面に焦点を当ててとらえた場合，

それは，70年代にFASBが概念フレームワー

クによって具現化した“利用者志向会計”の

普及に置き換えられる。この利用者志向は，

いわば米国発の，財務会計における一種のイ

ノベーションである。そこで新制度論研究の

成果である革新の制度化モデルを援用し，

IFRSの普及を利用者志向会計の制度化とし

て説明した。

会計基準の国際的な収斂が進む一方で，各

国基準に改めて注目すると，一部の基準に

IFRSからのカーブ・アウトが見られる，あ

るいはIFRSとは異なる，またはIFRSには

存在しない独自基準が残されているケースも

散見される。さらに，IFRSの内容を自国に

有利な基準へ導くため，IASBに対し，さま

ざまな働きかけが行われているケースもある。

前者は制度的同型化と表裏一体の概念である

デカップリングとして，一方後者については，

Oliver［1991］による制度的圧力への戦略的

対応として，それぞれ説明可能であることを

示した。

新制度論を応用した研究が増加している理

由は，国際会計研究の現在の発展段階と大き

な関係があるように思われる。Carlson［1997］

は，1960年代以降の国際会計研究をレビュー

し，それまでの研究を4つの発展段階に分

けている。Carlson［1997］によれば，国際

会計研究は，①国際会計という研究領域の認

識（Carlson［1997］,pp.109 112），②各

国の会計制度・実務の記述的研究（Carlson

［1997］,pp.112 118），③会計制度・実務

に国際的相違を生じさせる原因や会計基準の

調和化に関する研究（Carlson［1991］,pp.

118 126）の諸段階を経た後，④会計の国

際的相違を説明する理論の探求の段階に入っ

ていること（Carlson［1991］,pp.126131）

を指摘している。Carlson［1991］の指摘を

敷衍すれば，現在の国際会計研究の課題は，

会計制度または実務に国際的相違が生じてき

た理由，あるいは会計基準が国際的に収斂し

つつある理由を，一貫した理論に沿って体系

的に説明することと考えられる。

新制度論は，会計基準には解決困難な国際

的相違が存在しているにもかかわらず，一方

で会計基準の収斂が進む理由を説明するのに

有用な理論である。とはいえ，新制度論だけ

が国際会計研究に援用可能な理論ではない。

そうした説明理論を学際的に求め，会計の領

域で生じる様々な事象を体系的に説明してい

くことが，今後の国際会計研究の課題となる

のではないだろうか。

【注】
（1）PerlmutterandHeenan［1979］によれば，世

界志向の企業では，意思決定や人材登用に関

し，親会社の国籍による影響は生じず，もっ

ぱら世界ベースでの最適資源配分という姿勢

が最優先される（PerlmutterandHeenan,

［1979］,pp.2021;邦訳［1990］,p.21）。

Mueller［1967］が考える「国際企業」はこの
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ような企業であったのではないだろうか。

（2）3種類の制度的圧力（強制的圧力，模倣的圧

力，規範的圧力）を表す変数として，Judge

etal.［2010］は，GDPに占める海外からの援

助額の比率，GDPに占める輸入財・サービス

額の比率，総人口に占める中等教育の入学者

率を用いている。一方，Lasmin［2011］は，

強制的圧力および規範的圧力についてはJudge

etal.［2010］と同様の変数を用いているが，

模倣的圧力を表す変数に関してはGDPに占め

る株式時価総額を用いている。

（3）TolbertandZucker［1983］は米国における市

役所の市民サービス改革案の採用について分

析した事例研究であり，おそらくはこの研究

が TolbertandZucker［1996］に示した革新

の制度化モデルの基礎となっていると思われ

る。この事例研究の結論では，革新の普及の

速度とパターンは当該革新の正統性が上位組

織に認められているか否かによって決まるこ

とが指摘されている（TolbertandZucker

［1983］,p.35）。Delmas［2002］は国際標準

化機構（InternationalOrganizationforStan-

dardization;ISO）の規定する環境マネジメン

トシステムに関する規格であるISO14001の

企業の採用状況に関する研究である。Delmas

［2002］の調査結果は，ヨーロッパ規制当局の

環境マネジメントの積極的な取り組みが，

欧州企業の ISO14001採用率を上昇させた

（Delmas［2002］,pp.101 106）。ことを示唆

している。

（4）唯一の例外と考えられるのは1996年にフラン

スの専門会計士協会から公表された概念フレー

ムワークである。そこでは会計の目的が「企

業が創造した富の測定」（CPDC［1996］,par.

2）にあるとされ，意思決定有用性の概念には

触れられていない。このフレームワークの全

文は，RevueFran・oisedelaComptabilit・

No.278（pp.17 51）に収録されている。ま

たフレームワークの内容の詳細な検討につい

ては藤田［1997］を参照されたい。

（5）1989年に当時の国際会計基準委員会から公表

された概念フレームワーク（par.12）も，2010

年に公表された現行の概念フレームワーク

（par.OB2）も，この意思決定有用性について

は同様である。

（6）とはいえ，会計基準の国際的収斂が進んだ昨

今では，会計制度の類型化について述べたテ

キストは極めて少なくなっているのも事実で

ある。たとえば国内の国際会計のテキストの

中で，会計制度の類型化について詳しく述べ

たもっとも新しいものの1つは，中村他［2000］

であろう。同書では，主要国の会計制度がお

よそフランコ・ジャーマン型会計制度とアン

グロ・アメリカン型会計制度に類型化され，

後者の特徴として，会計基準設定にあたりプ

ライベート・セクターが重要な役割を果たし

ている点が指摘されている（中村他［2000］,

p.13）。

（7）換言すれば，会計プロフェッションによる基

準設定が失敗に終われば，証券取引委員会

（SecuritiesandExchangeCommission;SEC）

がその任に直接乗り出す可能性は常に存在し

ていたといえる。この点については，FASBが

概念フレームワーク作成に至った経緯を詳細

に記したGore［1992,pp.727］およびStorey

andStorey［1997,pp.444］（（財）企業財務

制度研究会訳［2001］『財務会計の概念および

基準のフレームワーク』中央経済社,pp.9

91）を参照されたい。

（8）事実POCは政令（DecretoLei）であり，法的

強制力を持っている。一方，DCは法律ではな

いものの，財務省の公報の中で公表されること

から，実質的に強制力を有している（Ferreira

［2003］,p.12.10）。

（9）デカップリングの卑近な例として，佐藤・山田

［2004］は，大学における授業のシラバスをあ

げている。

（10）IFRSの採用に際して生じるデカップリングを

論じた研究としては Kholeif［2010］および

Zelinschi［2012］があげられる。ただ，これ

らの研究は，個々の企業の実務のレベルで

IFRS柔軟に適用した事例をデカップリングと

して説明するものであり，一国の会計基準に

見られるIFRSからの部分的乖離を論じたも

のではない。

（11）具体的には「国際基準を早期に国内化しつつ，

国内化した国際基準には強制力を持たせない」

シンガポール（藤井［2003］,p.30），「国際基

準の国内化は連結財務諸表で受け止め，「証拠

に基づく記録」と「責任ある報告」を具備し

た会計は個別財務諸表において維持する」ド

イツ（藤井［2003］,p.31），および「リース

会計基準の事例にみるように，国内化された

国際基準にもとづく情報については脚注開示

を容認する」日本（藤井［2003］,p.31）の3

つをデカップリングの事例としてあげている。

（12）これら5つの基本戦略は，それぞれ3つの戦術

に細分化され，合計15パターンの戦略的対応

が指摘されている。紙幅の都合上，これらの

戦略的対応の紹介については平賀［2013］を

新制度論を通してとらえた国際会計

37



参照されたい。

（13）これら5つの要素には，それぞれ2つのディメ

ンションが与えられ，それらの度合いの高・低

により戦略的対応が予測される（Oliver［1991］,

pp.159 172）。これらの予測要素の紹介も，

紙幅の都合上，平賀［2013］を参照されたい。
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IFRSの概念フレームワークにおける新潮流について
―概念フレームワークの金融化（現象）を中心として―

岩 崎 勇

九州大学

本稿では，国際会計研究の対象となる財務会計の内容，特に国際

会計基準審議会（IASB）が公表する国際財務報告基準（IFRS）の

概念フレームワーク（以下，「概念的枠組み」という）について，ど

のような新潮流があるのかを検討し，従来の産業資本主義的な考え

方に基づく過去キャッシュ・フロー（収支）を基礎とした取得原価

主義会計から，金融資本主義的な考え方に基づく将来キャッシュ・

フローをベースとして，金融商品の会計処理に適した公正価値と将

来キャッシュ・フローを主軸に据えた会計へと概念的枠組みが転換

しつつある（「概念的枠組みの金融化（現象）」ないし「会計の金融

化（現象）」）という新潮流があることを明らかにすることを目的と

している。ここで，「概念的枠組みないし会計の金融化（現象）」と

は，個別会計基準の設定基準たる概念的枠組みが，金融・資本市場

に投資を行う広義の投資家（資金提供者）の意思決定のために有用

な企業の財務情報を提供するために，（一般の商品・サービスの処理

表示を適切に行うためのものというよりも）大枠として金融商品に

適した処理・表示の考え方に基づいて全体として構成される（現象

の）ことであり，このために会計目的，財務情報の質的特性，財務

諸表の構成要素の定義，認識規準，測定及び開示等が規定され，こ

れに伴ってそこで規定された概念的枠組みを基礎として個別の会計

基準が設定・改廃されることである。

要 旨



Ⅰ はじめに

本稿では，国際会計研究の対象となる財務

会計の内容，特に国際会計基準審議会（IASB）

が公表する国際財務報告基準（IFRS）の概

念フレームワーク（以下，「概念的枠組み」

という）について，どのような新潮流がある

のかを検討し，従来の産業資本主義的な考え

方に基づく過去キャッシュ・フロー（収支）

を基礎とした取得原価主義会計から，金融資

本主義的な考え方に基づく将来キャッシュ・

フローをベースとして，金融商品の会計処理

に適した公正価値と将来キャッシュ・フロー

を主軸に据えた会計へと概念的枠組みが転換

しつつある（「概念的枠組みの金融化（現象）」

ないし「会計の金融化（現象）」）という新潮

流があることを明らかにすることを目的とし

ている。ここで，「概念的枠組みないし会計

の金融化（現象）」とは，個別会計基準の設

定基準たる概念的枠組みが，金融・資本市場

に投資を行う広義の投資家（資金提供者）の

意思決定のために有用な企業の財務情報を提

供するために，（一般の商品・サービスの処

理表示を適切に行うためのものというよりも）

大枠として金融商品に適した処理・表示の考

え方に基づいて全体として構成される（現象

の）ことであり，このために会計目的，財務

情報の質的特性，財務諸表の構成要素の定義，

認識規準，測定及び開示等が規定され，これ

に伴ってそこで規定された概念的枠組みを基

礎として個別の会計基準が設定・改廃される

ことである（1）。なお，この概念的枠組みの金

融化の議論は，あくまでも概念的枠組みの大

枠ないし全体的な骨格部分のものであり，細

かな点では，これに該当しないケースが見ら

れることはいうまでもないことである。

Ⅱ IFRSの概念的枠組みにお
ける新潮流についての検討

1 概念的枠組みの金融化と金融商品

会計の特徴点

本稿で概念的枠組みの金融化を検討するに

当たり，まず金融化した場合の特徴的な会計

処理である金融商品に適した公正価値会計の

特徴点を，従来の取得原価主義会計ないし動

態論に基づく発生主義会計と比較して示せば，

表1のとおりである。

基本的思考の経済的な背景には，取得原価

主義会計においては基本的に産業の発展によ

り経済を豊かにしていこうとする産業資本主

義的な思考がその基礎にあるのに対して，公

正価値会計では，特に1980年代後半からの

金融工学をベースとして生み出された新金融

商品の発展とともに広まってきた英米の思考

である金融資本主義的な思考（金融資本の増

殖により経済を豊かにしていこうとする考え

方）がその基礎にある。会計思考の背景に関

しては，取得原価主義会計では基本的に適正

な期間損益計算を行うことを重視するのに対

して，公正価値会計では投資対象である企業

の財務実態とリスクの開示を重視する。利益

観に関しては，取得原価主義会計においては

長期志向でゴーイング・コンサーンを前提と

した製造業的な思考の下での会計観に適合す

る収益費用中心観を基礎とするのに対して，

公正価値会計ではファイナンス理論的な観点

から（企業それ自体も一つの商品として捉え，

企業を売買することを視野に入れた）短期志

向で投資の清算価値を常に念頭に置く投資家

的な思考の下での会計観に適合する資産負債

中心観を基礎としている。認識測定ベースに

関しては，取得原価主義会計においては実際
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取引ベースの会計を前提とし，原価測定を中

心とするのに対して，公正価値会計では必ず

しも実際の取引に参加することを要求しない

仮想的市場計算ベースの（投資の清算価値・

売却価値を意味する）出口価格を基本として

いる。会計の本質・中心概念に関して，取得

原価主義会計においては実際の取引をベース

として，その取得原価を，減価償却等を通じ

て配分していくという取引ベースの配分を会

計の中心的なプロセスと考えるのに対して，

公正価値会計では仮想的市場計算ベースでの

評価を会計の中心的なプロセスと考える。な

お，財務情報の質的特性に関しては，取得原

価主義会計では信頼性と目的適合性を重視す

るのに対して，公正価値会計では忠実な表現

と目的適合性を重視する。また，フロー対ス

トックに関しては，取得原価主義会計では収

益費用というフローを重視するのに対して，

公正価値会計では期末の資産（資源）や負債

（請求権）というストックを重視する。そし

て，中心的な利益に関しては，取得原価主義

会計では純利益を重視するのに対して，公正

価値会計では，公正価値評価を基礎とした包

括利益を重視する。なお，周知のように，会

計上，時価評価が本格的に導入されたのは，

1990年代の米国の S&L危機以降のことで

ある（浜本［1996］）。それゆえ，基本的に

89年の概念的枠組みは時価を前面に押し出

していなかったのに対して，2010年版等で

は公正価値会計が既に一般化している。

以下では，主に2010年改訂概念的枠組み

（特に「会計目的」と「財務報告情報の質的

特性」の部分）と2013年討議資料（以下，

両者を合わせて「新しい概念的枠組み」とい

う）で示された新しい内容を中心として，従

来のそれと比較して，概念的枠組みの金融化

（現象）が見られることを明らかにしていく

こととする（2）。

2 会計目的

（1）従来の取扱

会計目的（財務報告目的）に関連して，従

来の概念的枠組みでは，まず一般目的の財務

諸表（「一般目的財務諸表」）（IASC［1989］,

IFRSの概念フレームワークにおける新潮流について
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par.6）をその対象とし，意思決定有用性ア

プローチの観点から「財務諸表の目的は，広

範な利用者が経済的意思決定を行うにあたり，

企業の財政状態，業績及び財政状態の変動に

関する有用な情報を提供することにある」

（Ibid.,par.12）と同時に，「財務諸表はまた，

経営者の受託責任又は経営者に委託された資

源に対する説明責任の結果も表示する」（Ibid.,

par.14）としている。このように，従来の概

念的枠組みでは，財務諸表の目的として経済

的意思決定のために有用な財務情報の提供目

的と受託責任の解除目的を並列的に挙げてい

る。

（2）新しい概念的枠組みでの取扱

新しい概念的枠組みでは，まずその範囲が，

「一般目的財務諸表」から「一般目的財務報

告」（IASB［2010］,par.OB2）へと拡大して

いる。そして，「一般目的財務報告の目的は，

現在の及び潜在的な投資者，融資者及び他の

債権者が企業への資源の提供に関する意思

決定を行う際に有用な，報告企業について

の財務情報を提供することである」（Ibid.,

par.OB2）としている。同時に受託責任

（stewardship）に関しては，「将来の正味キャッ

シュ・イン・フローに関する企業の見通しを

評価するために，現在及び潜在的な投資者，

融資者及びその他の債権者が必要としている

のが，企業の資源，企業に対する請求権，及

び企業の経営者や統治機関が企業の資源を利

用する責任をどれだけ効率的かつ効果的に果

たしたかに関する情報である」（Ibid.,par.

OB4）として，受託責任という用語の使用

を止めると共に，これを会計目的として考慮

するとはするものの，伝統的な財務諸表の作

成者の観点ではなく，財務報告の利用者の観

点から彼等の行う意思決定の一側面として，

広義の意思決定に包含している。さらに，財

務報告の主たる利用者に関して，「現在の及

び潜在的な投資者，融資者及び他の債権者の

多くは，情報提供を企業に直接に請求するこ

とができず，必要とする財務情報の多くを一

般目的財務報告書に依拠しなければならない。

したがって，彼らは一般目的財務報告書が対

象とする主要な利用者である」（Ibid.,par.

OB5）とし，投資家のみではなく，融資者

及びその他の債権者を含め，貸借対照表の貸

方の資金提供者を主たる利用者としている。

以上のことを纏めれば，表2のとおりである。

（3）金融化の検討

IASBの概念的枠組みは，「一般目的財務

報告の目的は，本『概念フレームワーク』の

基礎をなすものである。本『概念フレームワー
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＊：利用者の共通ニーズを表すものとして使用されている。

（出所）岩崎［2014b］，17頁（一部修正）。



ク』のその他の側面，すなわち，報告企業の

概念，有用な財務情報の質的特性及び制約，

財務諸表の構成要素，認識，測定，表示及び

開示は，その目的から論理的に生じるもので

ある」（Ibid.,par.OB1）と述べ，基本的に

演繹的アプローチを採用している。このよう

に，会計目的（財務報告目的）が定義，質的

特性，認識及び測定等へ大きな影響を及ぼす

こととなる。それゆえ，この会計目的の変化

においてまず概念的枠組みの金融化が見られ

るか否かを検討することとする。

まず，概念的枠組みにおける報告の「対象」

が，財務諸表から財務報告へ拡大したことに

関しては，この変更はリスク資本を提供する

資金提供者の財務諸表よりも広い財務実態と

リスク開示のニーズに応えるためのものであ

り，概念的枠組みの金融化の流れと矛盾する

ことなく，整合的である。次に，「報告内容」

については，従来のものが財政状態と業績を

並列的に列挙していたのに対して，新しい方

は財政状態の構成要素である資源と請求権を

中心として，その変動として業績等を捉える

というように，財政状態計算書上のストック

のリアリティを重視する資産負債中心観の考

え方がより強く打ち出されている。これは，

財務実態とリスクの開示を志向する概念的枠

組みの金融化の観点と一致する。また，「受

託責任」の取扱については，両者において大

きな違いが見られる。すなわち，従来におい

ては，受託責任を重視し，これを遂行するの

に最も適する測定基礎として「企業が最も一

般的に採用している測定基礎は，取得原価で

ある」（IASC［1989］,par.101）と考えてい

たのに対して，新しい方では財務実態とリス

クの開示志向から取得原価ではなく，公正価

値を重視する観点から取得原価と結びつく受

託責任（3）の文言を目的規定から削除すると

共に，受託責任を財務諸表の作成者の観点で

はなく，財務諸表の利用者の（意思決定の）

視点へと変更している。

以上のように，会計目的に関しては，その

対象，報告内容及び受託責任の観点から見て，

いずれも概念的枠組みの金融化の方向と矛盾

するものはなく，かつ受託責任の用語の削除

やそれを意思決定の一側面に包含することは，

概念的枠組みにおいて金融化の方向が打ち出

されていると考えられる。

3 財務報告情報の質的特性

（1）従来の取扱

財務情報の質的特性に関して，IASBは演

繹的アプローチを採用するので，会計目的

（財務報告目的）を頂点として，意思決定有

用性アプローチの観点から財務情報を有用と

する質的特性を考えている。この場合，従来

の概念的枠組みでは，並列列挙型の規定方法

で質的特性として理解可能性，信頼性，目的

適合性及び比較可能性の4つを挙げている。

そして，この場合，目的適合性と信頼性を有

する情報に対する制約として適時性，コスト・

ベネフィット，質的特性間の均衡（トレード・

オフ関係）を挙げている（IASC［1989］,pars.

2425）。

（2）新しい取扱

新しい概念的枠組みでは，（主副区分）重

層型の規定方法で質的特性を「基本的特性」

（財務報告を有用とするために基本的に必要

とされる特性）と「補強的特性」（あった方

が好ましいが，必ずしも必要とされない質的

特性）の2つに区分している（IASB［2010］,

pars.QC4 QC32）。この場合，基本的特性

は，従来のように目的適合性と信頼性とがト

レード・オフ関係でチェックし合う関係では

IFRSの概念フレームワークにおける新潮流について
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なく，有用性を頂点とする序列関係にある

ものと位置づけている（IASB［2006］,par.

QC44,IASB［2010］,par.QC18）（4）。

さらに，従来（基本的な）質的特性とされ

た信頼性を削除し，忠実な表現に置き換える

（Ibid.,par.QC5）と同時に，信頼性の重要

な構成要素である検証可能性を補強的特性に

格下げしている（Ibid.,par.QC26）。

以上のことを纏めれば，表3のとおりで

ある。

（3）金融化の検討

以下では，この財務情報の質的特性の変化

に関して概念的枠組みの金融化が見られるか

否かを検討することとする。

① 信頼性と検証可能性

両者の「アプローチ」は，共に意思決定有

用性アプローチで共通している。他方，質的

特性に関する「規定方法」，「区分」，「関係」，

「信頼性」及び「検証可能性」に関して，全

体として質的特性の中で最も問題となるのは，

①信頼性と検証可能性の取扱い及び②トレー

ド・オフ関係の問題である。前者の信頼性や

検証可能性の取扱いに関して，例えば，レベ

ル3の金融商品について，「評価モデルの相

違により見積りの幅が合理的な許容範囲を超

え重要な差異を生む状況では，財務諸表本体

の信頼性ないし検証可能性が失われ，忠実な

表現を担保し得るだけの中立性も保証されな

い。レベル3公正価値のうち未成熟モデル

評価区分を識別すると（便宜的に『レベル4』

と呼称），そうした領域で補完的な追加フォー

ミュラが合意されない限り，取得原価による

測定とし注記情報の拡大で意思決定有用性に

寄与するのが原則（である）として整理すべ

きであろう」（越智［2011］，33頁，後者の

カッコ内は著者挿入）というように，その信

頼性の低いことに対して問題の指摘がなされ

ている。このように，市場価格が観察できな

いレベル3の金融商品等については，財務

情報の信頼性や検証可能性が必ずしも確保で

きないことをIASBも知っているので，この

問題を回避するために，新しい概念的枠組み

では，信頼性を忠実な表現へ変更すると共に，

検証可能性を補強的特性へ格下げしているの

である。このように，信頼性と検証可能性の
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側面において，概念的枠組みにおける金融化

の影響が見られる。

② トレード・オフ関係

後者のトレード・オフ関係に関しては，上

述のような変更によって，図1のように，

新しい概念的枠組みでは，目的適合性と信頼

性とのトレード・オフ関係及び忠実な表現と

検証可能性とのトレード・オフ関係という2

重のトレード・オフ関係の双方を解消し，信

頼性及び検証可能性のチェックを受けないよ

うに目的適合性及び忠実な表現を解放し，金

融商品の処理に適した財務情報の質的特性と

位置づけている。

言い換えれば，このような変更によって将

来事象に関する多くの見積・予測を伴う公正

価値による測定値が有用な財務情報の質的特

性を有しているものとして概念レベルでの基

礎を与えること，すなわち公正価値会計の制

限のない展開のための概念的基礎づけを与え

ようとしている（5）。このように，トレード・

オフ関係の削除という観点から概念的枠組み

において金融化の影響が見られる。

このように，財務情報の質的特性に関して

新しい概念的枠組みでは，いずれも概念的枠

組みの金融化の方向と矛盾するものはなく，

かつ（通常の商品サービスの場合には，この

ような変更は不要であるのにもかかわらず）

金融商品の時価評価のためには都合の悪い従

来重視されてきた信頼性及びそれを保証する

ための検証可能性の縛りを出来る限り弱め，

反対に金融商品の処理に適合する目的適合性

や忠実な表現を重視するという金融商品に適

した会計処理を基礎づけるための概念的枠組

みとなっており，この観点からは，概念的枠

組みの金融化が見られる。

4 財務諸表の構成要素とその定義

（1）従来の取扱

財務諸表の構成要素と定義に関して，従来

の概念的枠組みでは，財務諸表として貸借対

照表，損益計算書，財政状態変動計算書及び

注記を挙げ，また，これらの構成要素として

貸借対照表で資産，負債及び持分を，そして

損益計算書で収益及び費用を表示することと

している（IASC［1989］,pars.7,47）。また，

資産負債中心観の観点からそれぞれ次のよう

に定義を行っている。すなわち，「資産とは，

過去の事象の結果として企業が支配し，かつ

将来の経済的便益が当該企業に流入すると期

待される資源をいう。…負債とは，過去の事

象から発生した企業の現在の債務で，その決

済により，経済的便益を有する資源が当該企

業から流出することが予想されるものをいう。

…持分とは，企業のすべての負債を控除した

残余の資産に対する請求権である。…収益と

は，当該会計期間中の資産の流入若しくは増

価又は負債の減少の形を採る経済的便益の増

加であり，持分参加者からの出資に関連する

もの以外の持分の増加を生じさせるものをい

う。…費用とは，当該会計期間中の資産の流
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図1 信頼性からの忠実な表現への変更と2重のトレード・オフ関係の解消

（出所）岩崎［2011a］，33頁。



出若しくは減価又は負債の発生の形をとる経

済的便益の減少であり，持分参加者への分配

に関連するもの以外の持分の減少を生じさせ

るものをいう」（Ibid.,pars.49 70：…は著

者省略挿入）としている。

（2）新しい取扱

新しい概念的枠組みでは，表4のように，

財務諸表として財政状態計算書，損益及びそ

の他の包括利益計算書，持分変動計算書，キャッ

シュ・フロー計算書及び注記を挙げ，これら

の構成要素として，財政状態計算書では資

産，負債及び持分を，損益及びその他の包括

利益計算書では収益，費用を，さらに持分変

動計算書とキャッシュ・フロー計算書におい

ても各々の構成要素を想定している（IASB

［2013a］,pars.2.22.5）。

また，これらの定義に関しては，従来のも

のと同様に，資産負債の増減変化によって収

益費用を定義するという資産負債中心観を採

用して，資産負債から定義を始めている。し

かし，その内容は従来のものと異なっており，

資産とは，「過去の事象の結果として企業が

支配している現在の経済的資源」のことであ
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表4 財務諸表の報告内容と構成要素

（注）①から④までが主要財務諸表である。なお，損益，その他の包括利益合計（TOCI）及び包括利益合計（TCI）は

財務諸表の構成要素ではない（IASB［2013a］,par.2.39）。

（出所）IASB［2013a］,pars.2.2 2.5,岩崎［2014a］，174頁。

表5 財務諸表の構成要素等の比較



り，負債とは，「過去の事象の結果として企

業が経済的資源を移転する現在の義務」のこ

とであるとしている。この場合，経済的資源

とは，「権利又は他の価値の源泉で，経済的便

益を生み出す能力のあるもの」である（Ibid.,

par.2.11）としている。

以上のことを纏めれば，表5のとおりで

ある。

（3）金融化の検討

以下では，財務諸表の構成要素及びそれら

の定義に関して概念的枠組みの金融化が見ら

れるか否かを検討していくこととする。

まず，「財務諸表の体系」に関して，名称

等に関して大きな変更があるが，このうち最

も重要なものは，「損益計算書」が「損益及

びその他の包括利益計算書」（包括利益計算

書）へ変更になっていることである。これに

伴って，従来と比較して，金融商品の公正価

値会計等による時価評価を行った項目で，損

益計算書に計上されない部分をその他の包括

利益に計上するための区分（ないし計算書）

が新たに導入されている。この点で，概念的

枠組みの金融化が見られる。また，「構成要

素」に関しては，基本的に両者は同様なもの

となっている。そして，「利益観」に関して

は，両方とも資産負債中心観によっている。

最後に，財務諸表の構成要素の「定義」に

関しては，次のように，両者の間には大きな

違いがある。

① 将来の経済的便益の流入ではなく，資

源であると考えること

新しい概念的枠組みでは，資産とは将来の

経済的便益の流入ではなく，現在の資源であ

るということを強調している（IASB［2013a］,

par.2.10）。これは，従来の資産の定義におけ

る経済的便益の流れについての明確な言及が，

資源ないし債務と経済的便益の流れとの区別

を曖昧にする危険性があると考えるからであ

る。それゆえ，新しい定義では，経済的便益

への言及を経済的資源についての新しい定義

へ移すことによって，この混乱の原因を排除

しようとしている。そして，資産の定義の明

確化をサポートするガイダンスとして，資産

は，最終的な将来の経済的便益の流入ではな

く，基礎となる資源である（IASB［2013a］,

p.7）と考えている。例えば，（将来の経済

的便益の流入をもたらす）「原資産に対する

コールオプションの場合には，資源は，原資

産ではなく，原資産を購入する権利である」

（IASB［2013c］,par.13）としている。

このように，新しい概念的枠組みでは，資

産とは将来の経済的便益の流入ではなく，現

在の資源であるということを，金融商品の例

を用いて根拠付けしており，この点で概念的

枠組みの構成要素の定義において金融化が見

られる。

② 不確実性の役割

前述のように，現行の資産の定義では，「将

来の経済的便益は『期待される』（expected）

ものでなければならないという考え方（notion）

が含まれている。この考え方を，ある人は，

経済的便益の流入の蓋然性は一定の最低限の

識閾を満たさなければならないという要件で

あると解釈している。しかし，そのような蓋然

性識閾は，多くの買入オプション（purchased

option）のような，明らかに資産である多く

の項目を排除してしまうであろう」（Ibid.,

par.13）。それゆえ，経済的資源に関する新

しい定義は，「資産は経済的便益の流入を生

み出す能力がなければならない。（しかし）

当該流入は確実である必要はない」（IASB

［2013a］,par.2.10：括弧内著者挿入）という

ことを明確にしている。そして，IASBは，蓋
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然性の程度は，認識に影響させず，測定に影

響させるものと暫定的に結論している（Ibid.,

par.2.35）。

このように，財務諸表の構成要素の定義に

関して新しい概念的枠組みでは，資産につい

て蓋然性の識閾は必要でないということを，

（通常の商品サービスの場合には，このよう

な変更は不要であるのにもかかわらず）金融

商品の例を用いて根拠付けしている。このよ

うに資産負債の定義上蓋然性を削除すること

によって，概念的枠組みにおいて金融商品に

適した会計処理を行うことが可能となる理論

的根拠を与えている。このような観点から概

念的枠組みにおける構成要素の定義において

金融化が見られる。

5 認識規準

（1）従来の取扱

現行の概念的枠組みでは発生主義を前提と

して，認識規準に関しては，「構成要素の定

義を満たす項目は，次の場合に認識しなけれ

ばならない。（a）当該項目に関連する将来の

経済的便益が，企業に流入するか又は企業か

ら流出する可能性が高く，かつ，（b）当該項

目が信頼性をもって測定できる原価又は価値

を有していること」（IASC［1989］,par.83）

という3つの条件が満たされた場合に，項

目が認識されることとなっている。また，認

識においてコスト・ベネフィットが考慮され，

コストが便益を上回る場合には，認識を要求

しないこととなっている（Ibid.,par.44）。

（2）新しい取扱

新しい概念的枠組みでは，表6のように，

後述の「ものを除いて，企業はすべての資産

及び負債を計上すべきである」としている。

この理由は，「一部の資産又は負債が認識さ

れない場合には，企業の資源及び義務に関し

て結果として生じる描写は，不完全なものと

なり，企業の財政状態に関して忠実性の低い

表現となる」（IASB［2013a］,par.4.24）か

らであると考えている。

そして，例外的なケースとして，次の場合

には，「企業がある資産又は負債を認識する

必要がないか又は認識すべきでないとIASB

が判断する可能性がある」（Ibid.,par.4.25）
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表6 認識規準の構造

（出所）IASB［2013a］,pars.4.24 4.26，岩崎［2014b］，19頁。



としている。すなわち，「（a）資産（又は負

債）を認識することで，目的適合性がないか

又はコストを正当化するのに十分な目的適合

性のない情報を財務諸表の利用者に提供する

ことになる場合 （b）必要な記述及び説明の

すべてを開示したとしても，資産（又は負債）

のどの測定値も，資産（又は負債）及び資産

（又は負債）の変動の十分に忠実な表現とな

らない場合」（Ibid.,par.4.25）。また，この

目的適合性のないものの具体例として，表6

のようなものがある。

このように，新しい概念的枠組みにおける

認識規準の特徴点としては，①「アプローチ」

に関しては，従来の認識規準が限定認識アプ

ローチを採用していたのに対して，新しいも

のでは全部認識アプローチに変更されている

こと，及び②「認識規準」に関して，財務諸

表の構成要素の定義を満たすものを基本的に

全て認識することとし，定義において蓋然性

を削除したことに伴って，認識規準において

蓋然性を削除していること，また，財務情報

の質的特性に関して信頼性を取消し，忠実な

表現に変更したことに伴って，認識規準にお

いて信頼性を削除したことが挙げられる。

以上のことを纏めれば，表7のとおりで

ある。

（3）金融化の検討

以下では，財務諸表の認識規準に関して概

念的枠組みの金融化が見られるか否かを検討

していくこととする。

認識規準における「蓋然性と信頼性の削除」

に関しては，前述のように，蓋然性の低いも

のも金融商品として計上できるようにするた

めに，財務諸表の構成要素の定義における蓋

然性の削除を行ったことに伴うものである。

他方，信頼性の削除については，前述のよう

に，例えば，レベル3の金融商品のように，

信頼性の低い金融商品を計上するためのもの

である。これらの結果として，認識アプロー

チが全部認識アプローチへ変更されている。

それゆえ，両者とも金融商品に適した会計

処理を行うためのものであり，このような

観点からは，概念的枠組みの金融化が見られ

る。

6 測定属性

（1）従来の取扱

従来の概念的枠組みでは，測定属性に関し

て並列列挙型の規定方法に基づき，取得原価，

現在原価，実現可能（決済）価額，現在価値

という4つの測定基礎を列挙しており（IASC

［1989］,par.100），どのような場合にこれら
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表7 認識規準の比較



が選択されるのかに関しては，具体的な指針

を示してない。なお，「企業が最も一般的に

採用している測定基礎は，取得原価である」

（IASC［1989］,par.101）としている。

（2）新しい取扱

新しい概念的枠組みでは，測定属性に関す

る主な内容は，次のとおりである。

「特定の測定の目的適合性は，投資家，債

権者及びその他の融資者が，その種の資産又

は負債がどのように将来キャッシュ・フロー

に寄与するかをどのように評価する可能性が

高いのかに応じて決まる。したがって，測定

の選択は，

（ⅰ）個々の資産については，当該資産が

どのように将来キャッシュ・フローへ寄

与するのかに応じて決めるべきである。

（ⅱ）個々の負債については，企業が当該

負債をどのように決済ないし履行するの

かに応じて決めるべきである。」（IASB

［2013a］,p.14）

新しい概念的枠組みにおける測定に関する

全体的な枠組みは，表8のとおりである。

新しい概念的枠組みにおける測定に関する

全体的な枠組みは，①基本思考としての企業

の財務実態とリスクの開示思考，②利益観と

しての資産負債中心観，③測定属性観として

のホーリスティック観，④測定モデルとして

の混合測定モデル，⑤当初測定として取引形

態別分類（構成要素アプローチ）で，事後測

定の分類視点からの測定属性の決定，⑥事後

測定の分類視点として資産については将来キャッ

シュ・フローへの貢献（6），負債については

負債の履行又は決済，⑦資産の将来キャッシュ・

フローへの貢献方法としては，使用・売却・

回収のための保有・使用権料のための資産の

4分類である。

以上のことを纏めれば，表9のとおりで

ある。

（3）金融化の検討

以下では，測定の考え方に関して，概念的

枠組みの金融化が見られるか否かを検討して

いくこととする。

両者とも最終的には，前述のように，混合

測定モデルを採用することでは変わりはない。
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表8 新しい概念的枠組みにおける測定に関する全体的な枠組み

（出所）岩崎［2014b］，22頁（一部修正）。



しかし，測定を考える際のキャッシュフロー

の視点に大きな変化が見られる。すなわち，

従来においては発生主義を概念的枠組みの前

提に据え（IASC［1989］,par.22），測定にお

いて「企業が最も一般的に採用している測定

基礎は，取得原価である」（Ibid.,par.101）

として，どちらかといえば過去キャッシュ・

フロー（収支）を基礎とする会計を少なくと

も一般的なものとして許容（ないし承認）し

てきた。これに対して，新しい方では，測定

を考えるのに，「将来キャッシュフローへの

寄与」ないし貢献（IASB［2013a］,p.14）

という観点から考えている。ここに「過去キャッ

シュフローの視点」から「将来キャッシュ・

フローの視点」（7）への思考方法の大きな転換

が見られる。言い換えれば，従来は過去キャッ

シュフロー（収支）を基礎として，それを配

分していく会計（8）が一般的・基本的なもの

であると考えていたのに対して，新しい方で

は，将来キャッシュ・フローを基礎として，

可能であれば，直接的に評価に結び付け，測

定を行おうとしている（9）。これはまさに金融

商品に適した公正価値会計の考え方であり，

この観点からは，大枠としては概念的枠組み

の金融化が見られる。

Ⅲ むすび

以上のように，本稿では，IFRSの概念的

枠組みにおける新潮流について検討し，会計

上，1990年代の米国の S&L危機以降，個

別の会計基準において時価評価が本格的に導

入されたことに伴って，金融商品に適する会

計処理を行うための理論的基礎を与える概念

的枠組みとなっており，次の観点から大枠と

しては概念的枠組みの金融化（現象）が見ら

れることを明らかにした。

①会計目的に関しては，受託責任の用語の

削除やそれを意思決定の一側面に包含するこ

と，②財務情報の質的特性に関しては，金融

商品の時価評価のためには都合の悪い従来重

視されてきた信頼性及びそれを保証するため

の検証可能性の縛りを弱め，反対に金融商品

の処理に適合する目的適合性や忠実な表現を

重視していること，③財務諸表の構成要素の

定義に関しては，資産について蓋然性の識閾

は必要ないということを，金融商品の例を用

いて根拠付けしていること，④認識規準にお

ける蓋然性と信頼性の削除に関しては，蓋然

性の低いものも金融商品として計上出来るよ

うにするために，財務諸表の構成要素の定義

における蓋然性の削除を行ったことに伴うも
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表9 測定属性の比較



のであり，また，信頼性の削除については，

例えば，レベル3の金融商品のように，信

頼性の低い金融商品を計上するためのもので

あること，⑤測定に関しては，（過去の収支

を配分するのではなく）将来キャッシュ・フ

ローを基礎として，金融商品に適した会計処

理として可能であれば，直接的に評価に結び

付け，測定を行おうとしていること。

なお，新しい概念的枠組みは，大枠として

は金融化が見られるが，典型的には測定のと

ころで見られるように，個別の項目，例え

ば，使用目的資産については原価が使用され

るというように，他の測定属性を包摂し得る

ものとなっている。また，もしこれと同様な

ものが最終化された場合には，この金融化さ

れた概念的枠組みを基礎として個別の会計基

準が設定される可能性（危険性）がある。

本稿は，討議資料等を基礎とした分析なの

で，最終的な概念的枠組みがどのようなもの

となるのかによって，結論が変わる可能性も

ある。

〔注記〕
（1）勿論，現在，新しい概念的枠組みが完成して

いないので，これに基づく個別の会計基準の

設定は基本的になされていない。しかし，概

念的枠組みは，それ自体個別の会計基準を設

定・改廃するときの基準となるメタ基準であ

るので，概念的枠組みが金融化すれば，そこ

から導かれる個別会計基準も理論的には基本

的にそれと整合ないし首尾一貫したものと合

理的に推定され得る。

（2）厳密には両者（2010年のものと2013年のも

の）は，FASBが参加しているか否か及び審

議会のメンバーが交代していることに伴って，

同質のものとはいえない。しかし，2013年討

議資料では，2010年のものをそのまま前提と

して議論しているので，ここでは両者を新し

い概念的枠組みとして取扱っている。なお，

両者の状況の違いとして，例えば，前議長の

下では公正価値会計の方向性が強く打ち出さ

れていたのに対して，現在の議長の下では，

測定属性アプローチが明確化されている等の

公正価値会計への傾斜への「揺り戻し」が見

られる。

（3）実際の取引を基礎とする財務情報の硬度が高

い取得原価が受託責任の遂行上，最も適合す

ることは，一般に承認されている。例えば，

「株式会社においては株主と取締役の委任・受

任の関係に基づいて，取締役が受託責任をど

のように履行したかを財務的側面から明らか

にすることにアカウンタビリティの中心課題

であり，会計的にそれを支える思考が取得原

価主義である」（浦崎［2011］，377頁）とい

うことである。

（4）なお，詳しくは藤井［2011］を参照されたい。

（5）このことによって，企業価値評価の新しいパ

ラダイムとして，（不完全であるとは知りなが

ら）貸借対照表項目を時価評価し，貸借対照

表から直接的に企業価値評価を行おうとして

いるらしい（斎藤［2002］，4頁）のである。

別の観点からは，「IFRSは……企業の買収価

格（資産と負債の即時清算価値）を提供しよ

うとしている」（田中［2013］，67頁）とも考

えられる。

（6）企業会計基準委員会の訳語では，contribution

を「寄与」と訳しているが，会計では伝統的

に利益に対しては，例えば，貢献利益という

ように，「貢献」という概念を使用している。

ここでは，将来キャッシュ・フローを問題と

しているが，その純キャッシュ・イン・フロー

は利益に相当するものなので，寄与ではなく，

貢献という用語を使用している。

（7）将来キャッシュ・フローモデルないし会計と

いっても，将来キャッシュ・フローを直接的

に集計表示するというものではなく，あくま

でも，例えば，金融商品に典型的にみられる

ように，将来キャッシュ・フローに直接的に

貢献する項目について，将来キャッシュ・フ

ローに着目し，それを基礎にして現在価値へ

割引計算等を行って計算表示を行うものであ

る。なお，将来キャッシュ・フローに直接的

に寄与しないものについては，別の計算手法

を想定している。

（8）典型的には，取得原価主義会計での減価償却

等がそれにあたる。

（9）勿論，直接的な評価が行えないものに関して

は，代替的な方法を用いて測定を行うことと

なる。具体的には，使用資産については歴史

的原価の適用等である。
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―ASEAN諸国のプランテーション産業（パーム油産業）の実態

を踏まえて―
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本稿では，ASEAN諸国のプランテーション産業のなかで，とく

にパーム油産業を展開する主たる企業の生物資産に係る会計方針の

開示実態をもとに，アブラヤシのような果実生成型の生物資産の会

計方針が，いわゆる「マレーシア型」と「インドネシア・タイ型」

に分類されることを整理するとともに，最近のIASBによるIAS第

41号の改訂の考えやその動向などの理論的整合性について検証する。

いずれの国の企業においても，果実生成型の生物資産が成長し，

農産物が採取できる段階になる前に発生した支出を資産計上する点

では共通するものの，その後の農産物の収穫期間にわたって当該資

産を償却するかどうかについては考え方が異なっている。

一方で，IAS第41号の改訂案は，果実生成型植物のみをIAS第

41号の範囲に含めないこととし，IAS第16号を適用することを提案

している。この提案によれば，果実生成型植物は，IAS第16号が適

用される有形固定資産として取り扱われ，同基準のすべての規定に

準拠することになるが，果実生成型植物が成熟する前は累積原価（1）

で測定され，成熟した後の事後測定においては，IAS第16号におけ

る原価モデルのほか，再評価モデルを選択することが可能となって

いる。

この検証を通じて，IAS第41号の改訂案が，「マレーシア型」あ

るいは「インドネシア・タイ型」の分類と比較してどのような理論

的整合性があるのかを明らかにするとともに，両者の考えを踏まえ，

生物資産の測定モデルのあり方について検証を加える。
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I はじめに

2012年 6月 30日，マレーシア会計基準

審議会（MASB）は，農業および不動産業

への国際財務報告基準（IFRS）の強制適用

の延期を公表した。マレーシアでは原則とし

て，2012年1月1日以後開始事業年度より

IFRSの強制適用が開始されているが，農業

および不動産業については国際会計基準審議

会（IASB）における議論の行方を見極める

ために1年間延期（2013年1月1日以後開

始事業年度から）されていた。しかし，IASB

における議論が遅れていることを理由に，そ

の適用を2014年1月1日以後事業年度から

とさらに1年間延期したのである。

現行のIAS第41号「農業」においては，

生物資産（biologicalasset:BA）を一律に

公正価値で測定することを求めており，この

適用にあたっては，マレーシアのようなプラ

ンテーションを重要な産業とする国の企業や

会計基準設定主体からも懸念が表明されてい

た。伝統的にマレーシアやインドネシアにお

いては，農業生産物のなかでもアブラヤシか

ら採取できるパーム油の生産ならびに輸出が

盛んであり，これらの産業に属する企業が，

IFRSの強制適用にともなって公正価値測定

をめぐる問題点に直面しているのである。一

般的に何らかの収穫物を生む果実生成型の生

物資産は，農産物を生産するためのいわば手

段であり，製品を製造する機械と同様に，有

形固定資産の会計処理を適用することが適切

であると考えられている。しかしながら，現

行のIAS第41号は，生物資産の要件（2）をみ

たすものはすべて一律に公正価値測定を求め

ており，生物資産に公正価値測定を強制する

実務が，プランテーション産業に属する企業

の財務諸表の有用性を損なうものとして，

MASBによる IAS第 41号の適用延期の原

因となっているのである。

この論点については，MASBが問題点の

分析を行うと同時に，アジア・オセアニア地

域の会計基準設定主体で構成されるアジア・

オセアニア会計基準設定グループ（AOSSG）

のワーキンググループがこの問題を検討し，

関連する文書をIASBに提出している（3）。そ

こでは，果実生成型の生物資産は，機械設備

といった有形固定資産に類似するものである

ため，IAS第16号に従って会計処理すべき

であるという問題提起だけでなく，これらの

生物資産に対する市場が存在しないなかで公

正価値測定を行うことに伴うコスト，複雑性，

その評価の信頼性，ならびに公正価値測定に

伴う純損益のボラティリティ等に関する懸念

があると指摘している（AOSSG［2011］,pp.

23）。

本稿では，主要な ASEAN諸国のプラン

テーション産業（パーム油産業）の実態を踏

まえて，企業が選択する生物資産に係る会計

方針は，生物資産の生物学的変化がもたらす

経済的実態を反映すべきであるという問題意

識のもと，現行のIAS第41号ならびにIAS

第41号改訂案の果実生成型生物資産の測定

モデルが抱える問題点を明らかにするととも

に，理論的および実務的に果実生成型生物資

産についていかなる測定モデルが望ましいの

か検証をおこなう。

そこでまず第2章において，ASEANにお

けるプランテーション産業の現状について整

理する。とくに ASEAN諸国における主要

産業の歴史的な変遷にともなう経済構造の変

化のなかで，プランテーション産業がどのよ

うに変化してきたのかをマレーシアやインド

ネシアの主力産業であるアブラヤシから採取
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されるパーム油の生産・輸出の現状に焦点を

あてる。

次に第3章において，現行のIAS第41号

の基準と現行基準の改訂をめぐる動きを整理

するとともに，そこで用いられる公正価値の

概念を国際的な会計基準の枠組みのなかで整

理する。

さらに第4章において，マレーシア，イ

ンドネシアおよびタイにおけるプランテーショ

ン産業（パーム油産業）に属する主要な上場

企業の生物資産の会計方針に係る開示例を整

理し，その特徴につき分類を試みる。

また第5章においては，生物資産に公正

価値測定を用いることの問題につき，現行の

IAS第41号ならびにその改訂案の測定モデ

ルが抱える問題点を指摘するとともに，アブ

ラヤシの経済的実態を踏まえて，果実生成型

生物資産のあるべき測定モデルを明らかにす

る。

Ⅱ ASEANにおけるプランテー
ション産業の現状

第二次世界大戦前の ASEAN諸国は，タ

イを除くすべての地域がイギリスやオラン

ダといった欧米諸国の植民地支配のもとに

あり，経済的にゴム，砂糖，ココナッツなど

の農産物や石油などの鉱産物の生産に依存し

た一次産品輸出経済で形づくられていた。

このうち農産物の多くは，プランテーション

またはそれらに準ずる企業，またはそれを取

り巻く小農民（スモールホルダー）が生産を

担っており，それが当時の ASEAN諸国に

おけるプランテーション産業の特徴となって

いた。

第二次大戦後に ASEAN各国は次々に独

立し，1950年から 60年にかけては輸入代

替工業化の流れが，1970年から 80年にか

けては，輸出指向工業化が進展し，徐々に一

次産品輸出型の経済モデルからの脱皮が進ん

でいった。その結果，各国経済に占める一次

産品，とりわけプランテーション型産業の割

合は急速に低下していったといわれている

（加納［2010］,p29）。

しかし，一方で，現在においてもプランテー

ション産業は ASEAN諸国のなかでは主力

産業のひとつであり，とくにコーヒー，茶，

ゴム，アブラヤシなどのプランテーション農

産物の生産とその加工品の輸出は，第二次大

戦後も継続的に拡大してきたといえるのであ

る。そのなかでもとくに注目されるのは，マ

レーシアやインドネシアにおけるアブラヤシ

の急速な生産拡大であり，とくにマレーシア

においてはアブラヤシの生産が同国の農業部

門の中心的産業となっている。

以下の表は，ASEAN主要5か国における

最上位輸出３品目の変遷を，1960年から

2010年まで 10年単位で見ることにより，

各国の経済構造の変化を把握しようとするも

のである。この表で明らかなように，各国と

も時代が新しくなるにしたがって，従来の輸

出用一次産品から製造工業製品の輸出への転

換が図られており，このような経済構造の変

化のなかで，プランテーション型産業とその

産品が目立たない存在になっているようにも

見える。たとえばマレーシアにおけるGDP

に占める農業部門の割合は，1970年代には

28.8％あったものの，2011年現在では7.7％

まで低下している（マレーシア統計庁［2012］,

p.23）。しかしながら，マレーシアを中心と

して天然ゴムの生産合計は1960年代からむ

しろ大きく伸びており，アブラヤシの生産と

パーム油の輸出は未曽有の成長を遂げている

のである。
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表1 ASEAN五か国の最上位3輸出品目の変化（対輸出総額比（％））

出所：ASEAN JAPANStatistics2011 ASEAN－日本統計集（日本アセアンセンター）より作成



次の表2は，マレーシアにおけるパーム

油の輸出重量と輸出価額の推移を1960年代

から10年単位でまとめたものである。マレー

シアにおけるプランテーション産業のGDP

に占める割合は大幅に減少しているものの，

パーム油の生産に関しては，2011年現在で

農業部門におけるGDPの37.0％を占めてお

り（マレーシア統計庁［2012］,p.24），そ

の輸出重量や輸出価額は，1960年代平均と

2000年代平均を比較して，重量で 63倍，

価額で187倍と大幅に増加している。

一方で，マレーシアと並ぶパーム油の生産

国であるインドネシアを見ても，その輸出重

量や輸出価額は大幅に増加している。輸出重

量に関しては，1960年代と 2000年代を比

較して約75倍に，輸出価額は253倍にも増

加しているのである。

このように，過去40年間の間にマレーシ

アやインドネシアのパーム油産業は急速に発

達し，現在は全世界の生産量の半分にまで至っ

ている。もともとアブラヤシの原産地は西ア

フリカであり，1970年半ばまではアフリカ

諸国の生産量が世界の他の地域を上まわって

いた。しかし，1970年末にマレーシアの生

産がアフリカの全体を抜き，1990年代初め

には，インドネシアもそれを抜いた。このよ

うな ASEANの両国における世界的に急激

な増産は，食料加工技術の変化とそれにとも

なうパーム油の需要の急増に加えて，アブラ

ヤシの栽培技術の発達と単位面積あたりの収

穫量が抜群に高いアブラヤシ単作プランテー

ションが拡大したことによると言われている。

以上のことから，両国の間でパーム油を中

心としたプランテーション産業が国の主要産

業のひとつであることが理解できる。

Ⅲ IAS第41号「農業」と公正
価値の概念

1.現行の IAS第 41号「農業」の

概要

IAS第41号「農業」は，農業活動に対す
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表2 パーム油のマレーシアからの輸出

出所：FAOSTATStatisticaldatabaseのデータから算出

表3 パーム油のインドネシアからの輸出

出所：FAOSTATStatisticaldatabaseのデータから算出



る世界的な会計の多様性を背景に，2001年

に国際会計基準委員会（IASC）によって発

行された。本基準の目的は，農業活動に関連

する会計処理および開示を定めることである。

ここでいう「農業活動」とは，生物資産を販

売または農産物への転換や追加的な生物資産

を得るため，企業が生物資産の生物学的変化

やその収穫を管理することをいう。また，

「農産物」とは，企業の生物資産から収穫さ

れた成果物をいい，「生物資産」とは，生き

ている動物または植物をいう。さらに「生物

学的変化」とは，成長，変性，生産および生

殖させることによって生物資産を質的または

量的に変化させるプロセスをいう（IASB

［2011］,par.5）。

IAS第41号は，特に，生物資産の成長，

変性，生産および生殖の期間中における生物

資産の会計処理ならびに農産物の収穫時点に

おける当初測定の会計処理を定めている。

IAS第41号は，生物資産の当初認識時から

収穫時点に至るまでの間，当初認識時に公正

価値が信頼性をもって測定できない場合を除

いて，売却費用控除後の公正価値による測定

を要求している。企業の生物資産からの収穫

物である農産物については，その収穫時点に

おいてのみ本基準を適用する。その後は，

IAS第2号「棚卸資産」または他の該当す

る基準が適用される。したがって，例えば，

ぶどうを育てた業者がぶどうからワインを作

る過程のような，収穫後の農産物の加工処理

は取り扱わない。

現行の IAS第 41号は，さらに生物資産

を消費型生物資産（consumablebiological

assets:CBA）と果実生成型生物資産（bearer

biologicalasset:BBA）の2つに区別してい

る。つまりCBAとは，それ自体が農産物と

して収穫される生物資産であり，BBAとは，

CBA以外の生物資産である。たとえば，BBA

は農産物ではないが，パーム油のような農産

物を産出する。パーム油は，アブラヤシとい

うヤシ科アブラヤシ属に分類される植物から

採取される。その高さ 10－20mになり，

1本につき20－40枚の葉がつく。葉は羽状

複葉で長さは10m前後であり，小葉は細長

く数十cmから1m近くになる。葉の付け根

に大きな房状に5cmほどの長さの卵形の果

実がなり，1個の果房に対して1000個以上

の果実がつく。果実は油分の多い多肉質の果

肉（中果皮）と，同じく油分に富んだ1つ

の種子から構成され，重さは1房あたり40－

50kgほどになる。この果肉と種子から油脂

が取れ，農産物としてマレーシアやインドネ

シアを中心に大規模な栽培が行われている。

アブラヤシからはパーム油が約25年間収穫
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表4 IAS第41号の適用範囲

出所：IASB［2011］,par.4を一部加工



できるが，最初の収穫までに3－5年，最盛

期が10年－15年後で，栽培のための投資を

しても資本回収までに長期間を要すると言わ

れている。このようにアブラヤシは，現行基

準におけるBBAとしてそれ自体収穫される

ことはないが，長期間栽培することによりパー

ム油という農産物が収穫されるのである。

IASCは，生きている動物や植物がもつ生

物学的変化といった物質的な態様の変化が，

直接的に企業の経済的便益を増加させたり減

少させたりするこということを認識していた。

つまり，生きている動物や植物が時の経過と

ともに成長，変性等によって質的，量的に変

化することが，企業に将来キャッシュ・フロー

への期待をもたらすと考えたのである。

IAS第41号を最終的に基準化するにあたっ

ては，このような生物学的変化を会計上表現

するために，取得原価と公正価値のいずれが

適正な測定基礎であるか検討する必要があっ

た。最終的にIASCは，生物資産の公正価値

の変動と企業の経済的便益への期待の変化の

間に直接的な関係が存在するとの理由から，

生物学的変化によってもたらされるその効果

の変動は，生物資産の公正価値を参照するこ

とによって測定することができると判断した

のである。その結果，コストの発生のパター

ンと経済的便益への期待との間には直接的な

関係は存在しないものとして，現行の IAS

第41号から取得原価による測定基礎が排除

されたのである。たとえば，アブラヤシの成

長のパターンは，将来パーム油が採取される

ことによる当該企業の経済的便益への期待を

惹起させるが，取得原価を測定基礎とするな

らば，少なくともパーム油が採取される3－

5年後にならないと収入が認識・測定できな

いのである。それゆえIASCは，生物資産か

らの期待される経済的便益の測定基礎として

公正価値をもちいることが，目的適合性，信

頼性，比較可能性そして理解可能性といった

財務諸表に係る質的特性と整合すると考えた

のである。では，生物資産に適用される公正

価値とはどのような概念であろうか。国際的

な会計基準の枠組みのなかで整理する。

2.公正価値概念の整理

2011年 5月 12日，国際会計基準審議会

（IASB）は，IFRS第13号「公正価値測定」

を公表した。この会計基準は，IASBと米国

財務会計基準審議会（FASB）による，いわゆ

る「覚書」（MemorandumofUnderstanding:

MOU）のプロジェクトのひとつである公正

価値プロジェクトの成果である。

一方，FASBは，2006年9月に財務会計

基準書（SFAS）第 157号「公正価値測定

（FairValueMeasurement）」を公表してお

り（現在では，FASBによる会計基準のコー

ド化体系のTopic820「公正価値測定」に組

み込まれている），公正価値によって測定す

ることが要求または容認されている会計基準

において，どのように公正価値を測定するの

かについての指針を提供した。IASBが公表

したIFRS第13号は，SFAS第157号に相

当する会計基準をIFRSに含めることを意図

したものである。IASBと共同で審議を行う

過程で，FASBも米国会計基準（USGAAP）

を一部改訂すべきであるという結論に至り，

FASBはIFRS第13号が公表された同じ日

に，会計基準更新書（ASU）第201104号

「Topic820公正価値測定：米国会計基準と

国際財務報告基準における公正価値の測定及

び開示に関する規定を共通化するための改訂」

を公表した。IFRS第13号とASU第2011

04号の公表により，公正価値測定に関する

両会計基準の内容は，実質的に収斂したといっ
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てよい。

IFRS第13号によれば，「公正価値」とは，

「測定日において市場参加者間の秩序ある取

引において，資産の売却によって受け取るで

あろう価格または負債の移転のために支払う

であろう価格をいう」と定義されている。

ところで，2010年7月9日にASBJによ

り公表された，企業会計基準公開草案第43

号「公正価値測定およびその開示に関する会

計基準」（以下，「ASBJED」という）によ

れば，「公正価値とは，測定日において市場

参加者間で秩序ある取引が行われた場合に，

資産の売却によって受け取るであろう価格ま

たは負債の移転のために支払うであろう価格

（出口価格（Exitprice））をいう」（第4項）

とし，IFRS第13号における公正価値の定

義と共通化されていることがわかる。従来，

わが国の会計基準では，「公正価値」に相当

する概念としていわゆる「時価」という概念

が用いられており，解釈上は国際的な会計基

準の公正価値概念と同様の取り扱いがなされ

ていたものの，今回の ASBJEDで明示的

にそれらと同様の定義が与えられることになっ

たのである。以下，IFRS第13号の公正価

値の定義にもとづいて，（a）測定の時点，

（b）取引主体，（c）取引内容，（d）取引価

格といった 4つの視点から公正価値概念を

整理する。

（a）測定の時点

「測定日において」とは，公正価値が測定

時点の価格であることを明示しており，これ

は，測定時点で仮に取引をおこなったらいく

らになるかといった意味を含んでいる。

（b）取引主体

公正価値は報告企業に固有の価値ではなく，

「市場参加者の視点」からみた価値であると

いえる。市場参加者とは，次のすべての特徴

を有する，資産または負債に関する主要な

（または最も有利な）市場における買い手と

売り手をいう。

イ）IAS第24号「関連当事者に関する開

示」に定義する関連当事者（4）ではな

く，相互に独立している。ただし企業

が，関連当事者取引が市場の条件で行

われたことについて証拠を有している

場合には，その関連当事者の価格を公

正価値測定のインプットとして用いる

ことができる。

ロ）知識を有している。すなわち，利用可

能なすべての情報（通常のデュー・デ

リジェンスによって得た情報を含むこ

とがある）を用いて，資産または負債

および取引ついて合理的な理解をして

いる。

ハ）資産または負債に関する取引を行う能

力がある。

ニ）取引が強制されたものではなく，資産

または負債に関する取引を行う意志が

ある。

（c）取引内容

国際的な会計基準によれば，当該資産を売

却しまたは当該負債を移転する取引とは，秩

序ある取引（Orderlytransaction），つまり

測定日前の期間における市場のエクスポージャー

を想定し，情報の流布やマーケティングによ

る最も有利な価格での取引を測定日に行うも

のであり，強制された取引（たとえば，売り

手が金融上の困難に直面している場合）では

ないと定義している。

IASBが，2008年10月に金融危機の混乱

のなかで公表した「市場が不活発であるとき

の公正価値測定の適用に関する教育的ガイダ

ンス」では，「強制された取引」について，

需要と供給の不均衡（たとえば，売り手より
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も買い手が少ない）は必ずしも強制取引の決

定要因とはならず，売り手は財政的な逼迫に

あるかもしれないが，それでも市場には

1人以上の潜在的な買い手がいて当該商品を

マーケティングする十分な時間があれば，市

場で売却することは可能であるとしている

（IASB［2008］,par.24）。

（d）取引価格

公正価値は，測定日における秩序ある取引

において，資産を売却することによって受け

取るであろう価格または負債を移転するため

に支払うであろう価格をいうが，直接的に観

察可能な価格も，評価技法を使って見積もっ

た価格も公正価値となり得るのである。

公正価値の定義にもとづく価格は，いわゆ

る出口価格であるとされている。出口価格は

市場参加者の観点から見た，資産に関連する

将来キャッシュ・インフローおよび負債に関

連する将来キャッシュ・アウトフローについ

ての現在の期待をあらわし，必ずしも購入価

格（入口価格）とは一致しない。また，出口

価格は市場参加者が資産の売却で受け取り，

または負債の移転によって支払う金額であり，

報告企業が受け取る金額または支払う金額で

はない。つまり，仮定された取引によって成

立する価格であるといえる。

以上のように，公正価値とはまさに独立し

た第三者間で成立する市場価格であり，報告

企業の立場から見れば，市場において資産を

売却する際に通常成立する価格に他ならない。

もし市場で取引されていない資産に公正価値

測定を適用する場合，仮に市場で取引された

らいくらで売却できるかについて，各種の評

価技法を使って報告企業が主体的に見積もる

必要がある。そこでのパラメータに客観的な

数値を採用したとしても，生物資産のすべて

が市場において取引されていない現状におい

ては，測定の複雑性と主観性から実務的に生

物資産に公正価値測定を適用することは非常

に困難であると言わざるを得ない。また，実

際に市場で取引されるのは生物資産から採取

される農産物であって，その生産手段である

生物資産でないことは明白である。

3.現行のIAS第41号に対する提案

2012年9月，AOSSGは，国際会計基準審

議会（IASB）に対して，現行のIAS第41

号の改訂を要請した文書を提出した。

この文書の目的は，BBAに対する定義を

新たに加えるとともに，IAS第16号「有形

固定資産」の範囲のなかにBBAを含むこと

にある。つまり，CBAは従来どおりIAS第

41号の範囲に含まれるものの，BBAが有形

固定資産と類似性を持つことから，BBAに

つき，IAS第16号のなかの有形固定資産と

同じ取り扱いをしようとするものである。

生物資産や農業活動に係る会計は，インド

ネシア，ブラジル，中国，インド，マレーシ

アといった多くの新興経済国において重要な

ものとされている。たとえば，第1章でみ

たとおり，伝統的にマレーシアやインドネシ

アではパーム油や天然ゴムの生産ならびに輸

出が盛んであり，ブラジルは，コーヒーの生

産に関して世界のリーダーである。また，イ

ンドは紅茶の最大生産国であり，中国の農産

物生産高は世界で最も大きいものとなってい

る。

このような背景のなかで，2009年4月に

マレーシアのクアラルンプールでのRegional

StandardSetters（RSS）（5）ミーティングに

おいて，農業分野における AOSSGのワー

キング・グループ（AOSSG WG）（6）のメン

バーが，現行のIAS第41号の適用における

多くの問題点を研究し，どのように改善すべ
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きか検討することのコミットメントを再確認

した。

また，2009年12月には，クアラルンプー

ルで開催されたIASBの公正価値測定ラウン

ドテーブル・ミーティングにおいて，参加者

たちがBBAの測定基礎として公正価値が妥

当か否かについて問題提起するとともに，

BBAが有形固定資産をもつ工場と比較しう

ることの見解を述べた。製造業の工場におい

ては，有形固定資産は取得原価から減価償却

累計額や減損損失累計額を控除した額で計上

され，企業はそのまま有形固定資産を原価で

据え置くか，公正価値で再測定することを選

択しうる。参加者たちは，なぜBBAの会計

処理の原則が，これら有形固定資産と異なる

のかについて疑問を呈したのである。

その後2010年の1月において，AOSSG

WGのメンバーは，現行IAS第41号の適用

について，プランテーションの評価をめぐる

問題点を明らかにしたレターをIASBに対し

て送るとともに，その年の4月には，韓国の

ソウルにおけるNationalStandardSetters

（NSS）（7）ミーティングにおいて，AOSSG

WGのメンバーが多数の適用上の問題点を

取りあげ，NSSのメンバーもその年の9月

に更に踏み込んだ議論をするためのミーティ

ングに合意した。

このことを踏まえ2010年9月のイタリア

のローマでのNSSミーティングにおいて，

AOSSG WGのメンバーがIAS第41号の適

用上の問題点を提示し，ブラジル，カナダ，

フランス，インド，南アフリカ，台湾，スー

ダンの代表者は，IASBがIAS第41号の見

直しを検討することに対してのサポートを表

明した。また，同月のわが国東京におけるセ

カンド・ミーティングで，それらの国が，中

国，香港，インド，インドネシア，韓国，マ

レーシアといった国とともに農業分野におけ

るAOSSG WGを創設することに合意した。

このミーティングにおいては，AOSSG

WGのメンバーは，BBAをIAS第41号の

適用範囲外とし，IAS第16号のもとで測定

されることを推奨していた。加えて，いまだ

成熟していないBBAに対しては，成熟する

まで IAS第 41号における公正価値測定か

IAS第16号における原価測定のどちらかを

選択すべきであるとしていた。なぜこのよう

な 2つのオプションを推奨したのかといえ

ば，公正価値アプローチは，乳牛のような消

費型と果実生成型の両方の態様を組み込んだ

生物資産に適しているが，パーム油栽培のよ

うな単一の果実生成型には原価アプローチが

適しているからである。またCBAに関して

は，AOSSG WGのメンバーは，IAS第41

号による公正価値測定を推奨していた。しか

し，このような提案は，ブドウの木といった

特定のBBAでは機能するものの，家畜のよ

うな生物資産に対してはさらなる検討が必要

であると考えられていた。また，ここでは，

BBAと CBAの両方の態様をもつ生物資産

の分類問題については言及されていなかった。

たとえば，羊はウールという農産物を採取す

るという意味でBBAの態様を示すが，羊そ

のものを消費するという意味でCBAという

態様をもっている。

以上のようなNSSでのフィードバックを

経て，AOSSG WGはBBAとCBAの定義

の改訂が必要だという提案をおこなった。

4.IASBによるIAS第41号「農業」

の改訂の動き

IASBは 2013年 6月 26日に，公開草案

「農業：果実生成型植物（IAS第16号及び

IAS第41号の改訂案）」を公表した。本公
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開草案は，果実生成型植物（bearerplants:

BP）（その生産物を除く）を IAS第 41号

「農業」の範囲に含めないこととし，IAS第

16号「有形固定資産」を適用することを提

案した。この提案は，第 2項の AOSSGに

よる取り組みを受けてのものである。本改訂

が最終化された場合，BPは，IAS第16号

が適用される有形固定資産として取り扱われ，

同基準のすべての規定に準拠することになる。

なお，事後測定においても，IAS第16号に

おける原価モデルのほか，再評価モデルを選

択することも可能となる。

一方，BPから収穫される農産物（たとえ

ば，アブラヤシから採取されるパーム油）に

ついては，引き続きIAS第41号が適用され

る。また，BPに関連する政府補助金は，IAS

第41号ではなく，IAS第20号「政府補助

金の会計処理及び政府援助の開示」に従って

会計処理されることになる。

今回の提案において，IASBは，BPにつ

いて新たな定義を提案している。つまり，本

改訂案の適用範囲に含まれるのは，BPの定

義を満たす生物資産のみであり，現在，IAS

第41号の適用範囲に含まれている他のすべ

ての資産に影響はない。

BPは，以下の要件をすべて満たす植物と

して定義される。

イ）農産物の生産または供給のために使用

される。

ロ）1期間を越えて収穫をもたらすことが

見込まれる。

ハ）偶発的な廃棄により売却される場合を

除き，植物のまま売却，またはそれ自

体を農産物として収穫することが意図

されていない。

販売のためにのみ保有される植物（たとえ

ば，材木用の樹木）は，BPには該当しない。

さらに，果実の収穫と，生きた植物または農

産物としての販売（偶発的な廃棄による売却

以外）という2つの使用目的を有する植物

は，BPの定義を満たさない。たとえば，ゴ

ムの樹液と材木用としてのゴムの木の両方を

販売するという目的で，ゴムの木を保有する

場合がこれに該当する。

植物と同様に，食肉用家畜も，畜産物とし

て成長させる目的でのみ保有される場合があ

るが，食肉用家畜は，改訂案の適用範囲から

明確に除外されている。これは，IASBが，

改訂案を食肉用家畜に適用すると，測定モデ

ルがより複雑になると考えているためである。

提案されている定義は，有形固定資産と同

じ方法で使用される植物を捕捉することを意

図している。IASBは，BPが，成熟した段

階で生産寿命にわたり農産物を収穫する目的

でのみ企業が保有する植物であると考えてい

る。しかし，本提案では，農産物を生みだす

ものの，その生産寿命が1年未満である植

物などが定義から除外されているが，その理

由は明確ではない。

現行基準では，収穫前のBPと農産物は1

つの資産（すなわち単一の会計単位）と捉え，

資産の耐用年数に基づき非流動資産として表

示されるが，改訂案によれば，BPと農産物

は，2つの資産（2つの会計単位）に区分さ

れ，それぞれ異なる規定が適用される。この

場合，おそらくBPは，引き続き非流動資産

として表示される一方で，農産物は，成熟に

要する期間に対応して流動資産として表示さ

れる可能性がある。

現行のIAS第41号では，BPは，当初認

識時と当初認識後のいずれにおいても，売却

費用控除後の公正価値で測定される（ただし，
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公正価値を信頼性をもって測定できない場合

の例外規定が適用される場合を除く）。一方，

改訂案では，以下を含むIAS第16号のすべ

ての認識及び測定規定がBPに適用される。

イ）成熟前は，果実生成型植物は，「使用

可能」になる前の自家建設工場や自家

建設設備の会計処理と同様に，累積原

価で測定される。

ロ）成熟後は，企業は果実生成型植物の測

定に関する会計方針を選択し，原価モ

デルと再評価モデルのいずれかに基づ

き測定を行う。

＊再評価モデルを選択する場合，帳簿

価額が報告期間末時点で測定される

資産の公正価値と大幅に異なること

がないように定期的に再評価を実施

する必要がある。

＊減価償却を行うために耐用年数を決

定する必要がある。また，耐用年数

については毎年，再検討することが

求められる。

＊各報告期間の末日時点で，BPに関

する減損の兆候の有無を検討する必

要がある。減損の兆候がある場合，

帳簿価額がBPの回収可能価額（処

分費用控除後の公正価値と使用価値

のいずれか高い方）を下回る場合，

減損損失が認識される。

このように，AOSSGの議論のなかで無視

されていた生物資産の成熟，未成熟の問題は，

改定案においては考慮されている。

本改訂案によれば，BPに関する純損益の

ボラティリティは緩和されるが，BPから収

穫される農産物の公正価値変動については認

識することが求められる。また，BPの事後

測定には，IAS第16号の原価モデルまたは

再評価モデルを適用することができる。

ところで現行のIAS第41号は，BPと農

産物は，収穫時までは単一の資産として取り

扱われるが，改訂案では，収穫前からBPと

農産物を別個に認識することが要求されてい

る。

農産物は，引き続きIAS第41号の適用範

囲に含まれ，売却費用控除後の公正価値で測

定され，農産物の成長によって生じる公正価

値の変動額は純損益に計上される。IASBは，

それにより，農地で収穫される農産物とBP

から収穫される農産物についての会計処理の

整合性が担保されると考えている。結果的に，

そうした農産物の公正価値変動は，引き続き

各報告期間の純損益に計上されることに変わ

りはない。

本改訂によれば，企業は，IAS第16号の

再評価モデルを適用することにより，果実生

成型植物を引き続き公正価値で測定すること

ができるが，その場合の公正価値の変動額は，

純損益ではなく，原則としてその他の包括利

益に計上される。農産物と再評価モデルを適

用したBPの会計処理の違いを仕訳で示すと

次のようになる。

期末帳簿価額＜期末における公正価値のケー

ス：

農産物の仕訳

（借）農産物 ×××

（貸）農産物評価益（純損益）

×××

BPの仕訳（再評価モデル）

（借）BP ×××

（貸）BP評価益（その他の包

括利益） ×××

期末帳簿価額＞期末における公正価値のケー

ス：
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（借）農産物評価損（純損益）×××

（貸）農産物 ×××

BPの仕訳（再評価モデル）

（借）BP評価損（純損益）（8） ×××

（貸）BP ×××

なお，改訂案によっても，農産物は引き続

き公正価値で測定されるため，公正価値測定

の必要性が軽減される訳ではなく，また，純

損益のボラティリティが解消されることもな

い。また，成長し農産物をもたらすBPとは

区別して農産物の公正価値を測定しなければ

ならなくなるため，企業は適切な公正価値測

定技法を決定する必要があるが，それにより

測定の複雑性と主観性が増す可能性があると

言わざるを得ない。

Ⅳ 現行のIAS第41号の適用
実態

それでは主要な ASEAN諸国において，

現行のIAS第41号の適用実態はどのように

なっているのであろうか。プランテーション

産業のなかでもパーム油の生産・輸出が盛ん

なマレーシア，インドネシアおよびタイにお

けるIFRSの適用状況を整理する。

マレーシアにおいては，2012年からマレー

シア会計基準（FRS:FinancialReporting

Standards）のIFRSへのフルコンバージェ

ンスが実施され，IFRSとの差異は，その大

半は適用時期に起因するもののみとなって

いる。しかし，先に述べたとおり，農業およ

び不動産業については国際会計基準審議会

（IASB）における議論の行方を見極めるため

に1年間延期（2013年1月1日以後開始事

業年度から）された後，IASBにおける議論

が遅れていることを理由に，その適用を2014

年1月1日以後事業年度からとさらに1年

間延期されている。

一方，インドネシアにおけるIFRSの適用

に関するアプローチは，自国の会計基準を維

持しつつ，できる限り多くのIFRSと徐々に

コンバージェンスしていくというものである。

これはグラデュアル・アプローチと呼ばれて

いる。グラデュアル・アプローチとは，2009

年 1月 1日時点で有効な IFRSと重要な点

が同等となるようにインドネシア会計基準

（PSAK:Pernyataan StandarAkuntansi

Keuangan）を順次改訂するものである。し

かしながら2011年ならびに2012年から適

用される主な改訂インドネシア会計基準にお

いて，現行のIAS第41号「農業」に相当す

る PSAKは存在しない。現行 IAS第 41号

は，インドネシアにおける多くの生物資産に

おいて，インドネシアの農業活動に適合しな

いものとして考えられており，IASBによっ

て改訂された後に適用されるであろう。公正

価値測定を求める現行IAS第41号とは異な

り，PSAKは依然取得原価主義を採用して

いる（PWC［2013］,p14）。

またタイにおけるIFRSの適用に関するア

プローチであるが，2010年7月にタイの会計

基準設定主体である会計職連盟（Federation

ofAccountingProfession:FAP）が，2011年

1月1日以降開始事業年度より，2009年ま

でに公表されているIFRSをほぼそのままタ

イ語に翻訳した新タイ会計基準（NewTAS）

をすべての企業に適用することを発表した。

つまりタイは，コンバージェンス方式によっ

てIFRSを導入することを決定したが，マレー

シアやインドネシアと同様にIAS第41号を

含む一部の基準は適用除外となっている。

以上のことから，マレーシア，インドネシ

アおよびタイでは現行IAS第41号に相当す

る基準は適用されておらず，従来通り自国の
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会計基準によって処理されている。

それでは各国のプランテーション産業にお

ける自国の会計基準はどのようになっている

であろうか。これらをまとめたものが次の表

5である。

表6は，マレーシア，インドネシアおよ

びタイにおいてパーム油産業に属する主要な

上場企業のBAに関する会計方針である。こ

れらの企業は，いわゆる植林支出（Planting

expendure）の一部を生物資産として分類・

表示していることに特徴がある。植林支出の

定義は各社によって若干幅があるが，たとえ

ばパーム油のプランテーションであれば，

整地，植林あるいは樹木の維持管理等に関

する支出をいい，新たにアブラヤシを植林す

る際の新規植林支出と，すでに開墾された古

い土地に再度植林するための再植林支出があ

る。

マレーシアにおいては，多くの企業におい

て償却原価法よりも資本維持法による会計方

針が選択されている。表7のとおり，マレー

シア会計士協会（MIA）がマレーシア証券

取引所に上場するプランテーション産業に属

する企業43社のアニュアルレポート（2006

年－2008年）を調査したところ，生物資産

の会計方針として資本維持法を選択する企業

が25社あった（償却原価法は14社にとど

まった）。とくにパーム油産業においては，

ほとんどの企業において資本維持法が選択さ

れており，これは，アブラヤシの全体的な経

済的価値が，アブラヤシの収穫期間にわたっ

て支出する事後的な維持管理コストによって

継続的に維持されるとする経済的実態を重視

しているのである。本稿ではこれを「マレー

シア型」の会計方針と定義する。

一方，インドネシアならびにタイのパーム

油産業に属する上場企業においては，生物資

産に係るコストを償却する処理を選択してい

る。アブラヤシからパーム油が収穫される前

の成長期間を「成熟前」ないし「収穫前」，

収穫される後の期間を「成熟後」ないし「収

穫後」（9）とし，前者の期間に発生するコスト
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表5 各国のプランテーション産業における会計基準

（注1）資本維持法とは，植林等に係る人件費，整地費用，金利，管理費用等の新たな

植林の際に発生する累積原価をバランスシートに計上したまま償却せず，当該

累計原価はその後のメンテナンスコストにより維持されるとする考え方である。

（注2）償却原価法とは，生物資産の収穫期間にわたって，新たな植林の際に発生する

累積原価を毎期均等に償却する考え方である。
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表6 主要な生物資産に関する会計方針

出所：各社のアニュアルレポート（2012年－2013年）より作成

表7 マレーシアにおける生物資産の会計方針

出所：MIA［2010］,p40



に関しては資産計上のうえ「未償却」として

処理し，後者の期間，すなわち収穫可能期間

にわたって定額法により償却する。この方法

は適正な期間損益計算の観点から，アブラヤ

シの収穫期間のおける収益認識との対応関係

を重視している。本稿ではこれを「インドネ

シア・タイ型」の会計方針と定義する。

マレーシアのケースをみれば，各社とも新

規植林支出と再植林支出の区別したうえで，

新規植林支出のみ生物資産として資産計上し

ているものの，多くの企業が生物資産を減価

償却せず未償却としている。また，生物資産

を成熟前と成熟後に区別し，成熟後に係る植

林支出については発生時に費用処理している。

これは，アブラヤシの場合，植林から3年－

5年の間はパーム油が採取できないが，その

後は毎年パーム油を採取できるという性質か

ら来るものである。すなわち，いったんアブ

ラヤシを植林すると，約25年の間コンスタ

ントにパーム油を採取することが可能であり，

再植林を行うことによりその期間は再度延長

される。したがって，植林－再植林のサイク

ルのなかで，アブラヤシの経済的価値は維持

されると会計上考えられている。

一方，インドネシアおよびタイのケースを

みれば，生物資産を成熟前（収穫前）と成熟

後（収穫後）に区別し，成熟前（収穫前）は

生物資産を減価償却しないで取得原価のまま

据え置くが，成熟後（収穫後）は収益の認識

に対応する形で各社とも収穫期間（20年－

30年）にわたって定額法により減価償却を

行っている。マレーシアのケースのように，

再植林支出の取り扱いは考慮されていないが，

生物資産の生物学的変化にともない，成熟前

（収穫前）と成熟後（収穫後）で会計処理が

異なる点では共通している。

Ⅴ おわりに

生物資産のなかでもBPは，建物や機械と

いった農業活動のなかでそのもの自体を費消

する有形固定資産とは異なり，生物学的に成

長，変性し，一定期間後に果実を生成するこ

とに特徴がある。しかもBPが成熟する前で

は，企業の将来キャッシュ・フローの源泉と

なる果実を生成することが不可能である。

現行のIAS第41号においては，生きてい

る動物や植物の物理的属性の変化が直接的に

企業の経済的便益を増減させるため，BBA

を一律に公正価値測定することが望ましいと

考えられている。しかし先に述べたとおり，

BBAに対する市場が存在しないなかで公正

価値測定を行うことは，コスト，複雑性，そ

の評価の信頼性，ならびに公正価値測定に伴

う純損益のボラティリティ等に関する懸念が

あると指摘されている（AOSSG［2011］,

pp.2 3）。またElad［2004］によれば，農

業分野に関する特別な会計基準の確立を歓迎

する一方で，IAS第41号の公正価値測定が

もたらす保有利得または損失の取り扱いを問

題とし，特に，熱帯雨林諸国における原始的

森林について，長期間の樹木の伐採搬出業の

利権に係る自然資源会計の点で，満足いく解

決策を提供するものではないとの実証的証拠

を掲げている。確かにIAS第41号の公正価

値測定が，補助金や人為的な政治的介入によ

り偏向しがちである森林企業等による価格決

定をめぐる，不公正取引に関する社会的衝突

が正当化される場合に，理論的な役割を果た

すことを期待する側面もある（川原［2012］，

p.202）。しかしながら，すべてのBBAが公

正価値により信頼をもって測定できるという

前提は，あまりにBBAの生物学的性質や生
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産手段としてのその特性を無視したものであ

り，その点，改訂IAS第41号の公開草案は，

よりBBAの生産手段としての経済的実態や

成長，変性等といった生物学的性質を考慮し

たものといえ，より理論的でありかつ，実務

的にも優れた改訂であると考えられる。

しかしながらここで一つの疑問が生ずる。

公開草案よれば，成熟前の BPと成熟後の

BPを区別し，成熟前のBPは，「使用可能」

になる前の自家建設工場や自家建設設備の会

計処理と同様に累積原価で測定され，成熟後

のBPは，原価モデルと再評価モデルのいず

れかに基づき測定を行うとしている。そして

原価モデルを選択する場合は，減価償却を行

うために耐用年数を決定する必要がある。ま

た，各報告期間の末日時点で，BPに関する

減損の兆候の有無を検討する必要があるとす

る。減損の兆候がある場合，帳簿価額がBP

の回収可能価額（処分費用控除後の公正価値

と使用価値のいずれか高い方）を下回る場合，

減損損失が認識されるとしている。したがっ

て，公開草案は，先に述べた適正な期間損益

計算を重視した「インドネシア・タイ型」の

会計方針に近い考え方を踏襲しているといえ

る。ところが果実生成型の生物資産は，その

収穫期間にわたり（天災などの環境変化がな

い限り）安定量の果実を生成し，寿命の終了

とともに果実を生成する能力が終了する。し

かし再植林を繰り返すことにより，全体の生

物資産の果実生成能力は維持され，あらたな

収穫期間がスタートするという特質をもって

いる。またマレーシアでの農業活動を行う主

要な上場企業の開示例でも明らかなとおり，

再植林に係るプログラムのもとでのBPは，

そのプログラムの期間にわたってアブラヤシ

の経済的価値が維持されると考えられている。

そうするならば，成熟後のBPを減価償却す

ることなく，成熟後のプランテーションの維

持管理支出の費用処理を通じて，BPの取得

原価を据え置くことの方が，BPの生物学的

変化や経済的実態にあっているのではないか

と考えられる。この点，現行のIAS第16号

の内容との整合性の問題や生物資産としての

動物（消費型ならびに果実生成型）の測定モ

デルの整理が課題となるが，現行のIAS第

41号改訂案に係る測定モデルについて，「マ

レーシア型」の会計方針を踏まえたうえでの

再検討が必要であると考える。

注
（1）累積原価とは，自家建設される機械装置と同様

の方法で測定される原価をいう（IASB［2014］,

par.18）。つまり，機械装置が完成するまでに

支出された原価が累積したものである。

（2）生物資産とは，植物や動物といった生体であ

り，企業等の経済主体が所有している資産で

ある。IAS第41号では，「生物資産とは，生

きている動物または植物をいう」と定義され

ている（par.5）。

（3）2011年 11月に，AOSSGから IASB宛てに

IAS第41号の限定的な改訂を提案するという

内容のレターおよび作業グループにおける議

論を集約した論点整理文書を送付している。

（4）IAS第24号によれば，「関連当事者とは，財

務諸表を作成する企業と関連性のある個人ま

たは企業をいう」とし，関連当事者の範囲を

具体的に定義している（IASB［2009］,par.9）。

（5）RegionalStandardSetters（RSS）は，地域レ

ベルのIASBの基準設定プロセスにおける重

要な参加者であり，IFRSの基準を開発すると

きのIASBにおける情報源とともに広報手段

であって，指定されたプロジェクトの開発を

援助するものである。

（6）AOSSG WGは，特に会計基準の開発におけ

るAOSSGの目的を実行し達成する内部の組

織である。

（7）NationalStandardSetters（NSS）は，国家レ

ベルのIASBの基準設定プロセスにおける重

要な参加者であり，IFRSの基準を開発すると

きのIASBにおける情報源とともに広報手段

であって，指定されたプロジェクトの開発を

援助するものである。

（8）有形固定資産の帳簿価額が再評価の結果とし

国際会計基準（IAS）第41号「農業」の生物資産の会計方針と測定モデルの検証
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て減少した場合，その減少額は費用として純

損益で認識しなければならない。つまり BP

の場合，当該評価損はその他の包括利益では

なく，純損益として計上される。ただし，同

一資産について，再評価の結果として増加し

た帳簿価額の増加額である「再評価剰余金」

（revaluationsurplus）が貸記されている場合，

当該再評価剰余金の範囲内では，純損益では

なくその他の包括利益として計上される（IASB

［2004］,par.40）。

（9）成熟前（収穫前）と成熟後（収穫後）とは，

アブラヤシが十分に成長し，将来の経済的便

益を生み出す上での重要な生物学的変化が終

了するか否かの時点をいう。つまり，農産物

が収穫可能になる時点であり，アブラヤシの

植林に関して，成熟前（収穫前）に整地費用

や維持管理費用，金利などの累積原価が発生

し，これらが生物資産として資産計上される。
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Cross-countryaccountingandauditing

studyhasbecomeanincreasinglyimpor-

tantareaofacademicresearchinthecur-

rentglobalizedeconomy.Thispaperaims

toaddressfourimportanttopicsoncross-

countryaccountingandauditingresearch

from theJapaneseperspective.First,this

paperreviewsexistingJapaneseandsig-

nificantinternationalpapersininterna-

tionalaccountingandauditingresearch.

Second,thispaperattemptstoproposea

researchdesignframeworkonthecross-

countryaccountingandauditingresearch.

Third,thispaperrevealsresearchchal-

lengesandopportunitiesforJapanesere-

searcherswhoareinterestedinpursuing

thecross-countryaccountingandauditing

research.Finally,thepaperproposesa

numberofopenresearchquestionsforfu-

tureinternationalaccountingandaudit-

ingresearch.
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Cross-CountryAccountingandAuditing
ResearchintheGlobalEconomicEra

HU,Dan

NagoyaUniversity



ThisPapershowstheinterpretationof

theinternationalconvergenceofaccount-

ingstandardsintoIFRSsfromtheperspec-

tiveofnew institutionaltheory.Wecan

findthatthephenomenonofaccounting

standardsconvergenceisexplainedasthe

institutionalisomorphism,whichistheno-

tionpresentedbyDiMaggioandPowell

［1983］.

Thecurrentaccountingstandardscon-

vergencecanberestateastheglobalpreva-

lenceofasetofIFRSs,inwhichthepur-

poseoffinancialreportingshouldbeoffer-

ingusefulinformationfortheusersto

makedecision.Focusingontheaspectand

applyingthemodelofinstitutionalization

of innovation by Tolbertand Zucker

［1996］,itcanbeinterpretedastheworld-

wideinstitutionalization ofuse-oriented

accountingstandards.

WhilealotofcountriesadoptIFRSsas

theirownnationalstandards,theyinclude

somejurisdictionswheresomeparticular

IFRSareexcludedorlocaloriginalstan-

dardsareapproved.Thosecases,whichap-

peartobeevidencesdisprovingtheinter-

nationalconvergenceasinstitutionaliso-

morphism,areexplainedwiththeconcept

of・decoupling・or・strategicresponsesto

institutionalpressures・arguedbyOliver

［1991］.Theinstitutionalperspectiveshown

inthispapercanprovidecluestoresolve

internationalaccountingproblems.
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Standards AnInstitutionalPerspective

MasatakaHiraga
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Thispaperexaminesthe Conceptual

Frameworkspublished by the Interna-

tionalAccountingStandardsCommittee

andtheInternationalAccountingStan-

dardsBoard,andexplainsthatthereis

thetrendthenew conceptualframework

ischangingitscontentfromthehistorical

costaccountingbasedonthetraditional

thoughtsofindustrialcapitalismandpast

cash flow tothefairvalueaccounting

basedonthenew thoughtsoffinancial

capitalismandfuturecashflow.
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OntheNewTrendoftheIFRS・Conceptual
Framework

IsamuIwasaki

KyushuUniversity



Thispaperrepresentsanattempttoclas-

sifyaccountingpoliciesforbearerbiologi-

calassetsas・Malaysiantype・and・Indone-

sian,Thaitype・basedonthedisclosurere-

gardingthepalmoilindustryintheplanta-

tionindustryofASEAN andexaminea

theoreticalbackgroundforan Exposure

Draft(ED)ofproposedamendmentsto

IAS16'Property,PlantandEquipment・

andIAS41・Agriculture・toincludebearer

plantswithinthescopeofIAS16which

hasbeenpublishedbyTheInternational

AccountingStandardsBoard(IASB).

Ineachcountry,beforebearerplants

areplacedintoproductiontheyshouldbe

capitalizedataccumulatedcost.However,

aftertheyreachmaturity,itisnotthe

samewhethertheywouldbedepreciated

ornot.

Incontrast,IASB proposesthatafter

theyreachmaturity,bearerplantswould

beaccountedforeitherunderthecost

modelorarevaluationmodel.

Thisstudywasmadetoverifywhether

EDistheoreticallyconsistentwith・Malay-

siantype・or・Indonesian,Thaitype・or

not and clarify what a measurement

modelforbearerbiologicalassetsshould

be.
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Ⅳ 諸規則

編集委員会規則

国際会計研究学会編集委員会

2011年12月14日決定

（趣旨）

第1条 会則第3条第2項による編集委員会の運営は，本規則によって行うものとする。

（構成）

第2条 編集委員会は，委員長，委員および幹事で構成する。

2 委員長は，会長が指名し理事会の承認を求める。

3 委員および幹事は，委員長が指名し直近に開催される理事会の承認を求める。

（任期）

第3条 委員長の任期は3年とし，会長の任期を超えない。再任は妨げない。

2 委員および幹事の任期は3年とする。再任は妨げない。

（業務内容）

第4条 編集委員会は，『国際会計研究学会年報』（以下，『年報』という。）の編集および発

行に関する業務を担当する。

2 編集委員会は，本学会の会員に対して原稿の募集を行う。また，必要に応じて原稿

の執筆を依頼することができる。

3 編集委員会は，原稿の枚数，内容等によって，その掲載を拒否ないし制限すること

ができる。

（年報の発行）

第5条 『年報』は，原則として，年2回発行するものとする。

（掲載内容）

第6条 『年報』に掲載する論文および報告等は，次のものとする。

（1）編集委員会の募集による会員の原稿（以下，「応募原稿」という。）

（2）編集委員会が依頼する以下の原稿（以下，「依頼原稿」という。）

① 特定のテーマについて執筆されるもの

② 国の内外の学会動向や年度総括的なもの
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③ 研究グループ報告

④ その他

（執筆者の資格）

第7条 前条による応募原稿の執筆者は本学会の会員（院生会員を含む）に限る。ただし，編

集委員会が認める場合は，その限りでない。

（査読制度）

第8条 第6条（1）の自由論題応募原稿には，査読を付するものとする。

ただし，統一論題応募原稿はその限りではない。

2 査読制度の運営は，別に定める「査読制度に関する申し合わせ」による。

3 査読による審査を受け，掲載が決定した応募原稿には，編集委員会がその旨を明

記する。

（著作権）

第9条 『年報』に掲載された原稿の著作権は，本学会に帰属するものとする。

附則 本規則の改廃は編集委員会において委員の過半数の賛成によって行い，理事会の承認を

得なければならない。
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査読制度に関する申し合わせ

国際会計研究学会編集委員会

2011年11月21日決定

一 査読者の決定

1 編集委員会委員長（以下，「委員長」と略す。）は，応募原稿の査読担当候補者を選出

するための編集小委員会を設けることができる。

2 編集小委員会は，委員長ならびに委員長が指名した編集委員会委員（以下，「委員」と

略す。）および編集委員会幹事（以下，「幹事」と略す。）で構成する。

3 編集小委員会は，各応募原稿につき査読担当者候補3名を選定し，編集委員会に諮る。

なお，査読担当者候補3名のうち1名は委員でなければならない。

4 編集委員会は，編集小委員会の提案をもとに査読担当者を決定し，査読を依頼する。

5 編集小委員会を設けない場合には，編集小委員会の業務は編集委員会が行う。

二 査読手続

1 査読担当者は，二2に規定する査読評価の基準および二3に規定する査読方針に従い

査読を行い，二4に規定する査読結果およびそれに至った判断理由を回答期日までに委

員長宛に書面にて報告する。

2 応募原稿の査読にあたっては，次の査読評価の基準により評価を行う。

（1）有用性：学界等に貢献があり，論文を公表することに意義がある。

（2）新規性：論文として新規性および独創性がある。

（3）信頼性：構成が論理的であり，表現についても適切である。

3 応募原稿の査読にあたっては，次の査読方針により評価を行う。

（1）「有用性」あるいは「新規性」に優れている場合には，積極的に採択する方向で検討

する。

（2）査読結果として「修正の上，掲載可」とする場合には，応募原稿執筆者がどの部分を

どのように修正すれば掲載可とされるのかを具体的かつ明瞭に指示する。

（3）「新規性」について問題がある場合には，既発表文献を引用するなどして具体的に指

摘する。

（4）査読担当者は，確認できない内容や事実に関しては，応募原稿執筆者に追加的な説明

を求めることができ，査読担当者はその説明に基づいて評価を行う。

（5）再査読にあたっては，前回の査読結果との論旨の一貫性を保持する。

4 応募原稿の査読結果は，次の（1）から（5）のいずれかを選択する。

（1）無修正掲載可 5点
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（2）語句等の一部修正の上，掲載可 4点

（3）趣旨に変更のない修正の上，掲載可 3点

（4）趣旨に影響する修正が必要であり掲載は厳しい 2点

（5）掲載不可 1点

三 掲載論文の決定と原稿の修正

1 編集委員会は，査読担当者から委員長に報告された査読結果を基にして，査読担当者3

名全員が査読結果5点である論文を掲載対象論文として決定し，当該論文の執筆者にそ

の旨を伝える。それ以外の論文については三2に従って掲載対象論文の仮決定を行う。

2 掲載対象論文の仮決定は，原則として，査読担当者3名のうち少なくとも2名の査読

結果が3点以上であることを条件とする。ただし，他の1名の査読担当者の査読結果が

1点である場合には，この限りではない。

3 編集委員会は，三2で仮決定された論文執筆者に対して回答期日までに査読担当者の

指摘事項につき修正するよう依頼する。

4 査読担当者3名のうち委員である査読担当者が修正結果について確認し，編集委員会

に報告する。

5 編集委員会は，三4の報告結果に基づいて掲載の決定を行う。

6 編集委員会が指定した期日までに修正論文の返送がない場合には，投稿を辞退したも

のと見なす。

四 同一執筆者による複数原稿応募の取扱い

同一執筆者が複数の原稿を応募する場合には，第1著者としての原稿の投稿は1論文に限

る。同一執筆者を第1著者としない複数論文の投稿は制限しない。ただし，複数論文につい

て査読担当者が掲載を可としても，複数論文を掲載対象論文とするかどうかは委員会で決定

する。

附則 本申し合わせの改廃は，委員会の過半数の賛成によって行う。
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『国際会計研究学会年報』執筆要領

国際会計研究学会編集委員会

2011年11月21日決定

1.表紙

表紙には，論題，執筆者名，所属および肩書き，論文要旨（日本語（横30字×縦25行以

内）を記載します。

2.原稿の様式

応募原稿は，MSWordによる横書きで，B5版，横40文字×縦37行とし，余白は上25mm，

下20mm，左・右20mmをとります。原稿は，原則として刷り上がり15頁前後とします。

ただし，編集委員会が妥当と認めた場合には，制限頁数を超えることができます。

日本語はMS明朝，英語はTimesNewRomanとします。見出し，図，表の題目はMSゴ

シック（太字）とします。漢字，ひらがな，カタカナ以外の文字（例えば，数字，アルファ

ベット）は半角にしてください。文字化けを避けるために，特殊なフォント文字は使用しな

いでください。フォントサイズ等は次のとおりです。

論題 14ポイント センタリング

執筆者名 11ポイント 右寄せ

所属 11ポイント 右寄せ

論文要旨 10ポイント 左寄せ

本文 11ポイント 左寄せ

見出し 12ポイント 左寄せ

注（文末） 10ポイント 左寄せ

参考文献 10ポイント 左寄せ

3.スタイル

本文の節，項等については，以下のようにしてください。

（1行空き）

Ⅰ 見出し

（1行空き）

本文

1.見出し

本文

（1）見出し
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本文

注

参考文献

4.表記

現代仮名遣い，当用漢字，新字体を使用してください。接続詞 (および，ならびに，また，

ただし等)についてはひらがなを，数字についてはアラビア数字を使ってください。また，外

国人名については原語により表記してください。なお，本文の句読点は，句点（。）と読点（，）

とします。

5.図表

図と表は必要最小限にとどめ，それぞれ通し番号（図1，図2，表1，表2･･･）を付すと

ともに，簡単な見出しをつけてください。

6.引用および注

文献を引用するための注については，本文の該当個所に次の様式で記載してください。

［例］（SprouseandMoonitz［1962］,pp.2324）（年号については西暦を，表記にあたって

は半角文字を使用してください）。また，人名の表記において日本人については姓のみとし，

頁の表記においてドイツ語文献についてはSを，和文献については頁を使用してください。

なお，上記の表記法においては区別ができない場合には，人名についてはSprouse,R.T.ま

たは高須教夫のようにフルネームに，年号については年号にa,bを付してください。

説明のための注については，本文の末尾に一括して記載してください。なお，かかる注に

ついては本文の該当個所に（1）,（2）のようにルビ上ツキで示してください。

7.参考文献

研究に引用した文献（論文，著書，URL等）のリストを本文の最後に，和文献と洋文献を

区別せず，著者名のアルファベット順に次の様式で記載してください。

・和書 著者名［出版年］『書名』出版社名。

・論文（和） 著者名［出版年］「論文名」『雑誌名』第○巻第○号,○ ○頁。

・洋書 familyname,personalname［出版年］,書名,出版地（または出版社名）.

・論文（洋） familyname,personalname［出版年］,“論文名,”雑誌名,Vol.○,No.○,

pp.○ ○.（ドイツ語文献等については Vol,No,pp部分を適宜変更してください）

なお，personalnameについてはR.T.のように省略してください。また，論文の頁数につ

いては当該論文のフルページを記載してください。さらに，出版年については西暦で記載し

てください。

著者が複数の場合，日本人については中野常男・高須教夫・山地秀俊のように，外国人に

ついては Sprouse,R.T.andM.Moonitzのように記載してください。

84



論文が著書の1章に該当している場合，和書については

著者名［出版年］「論文名」編著者名編［出版年］『書名』出版社名,○ ○頁。

洋書については

familyname,personalname［出版年］,“論文名,”infamilyname,personalname（ed.）

［出版年］,書名,出版地（または出版社名）,pp.○ ○.

としてください。

訳書については，原著書を使用しない場合には和書に準じた取扱いをしてください。原著

書を使用する場合には，原著書について洋書として記載した後に，括弧書きで訳書を記載し

てください。［例］Littleton,A.C.［1933］,AccountingEvolutionto1900,NewYork（片野

一郎訳［1978］『リトルトン 会計発達史 (増補版)』同文舘出版）.

なお，編著，訳書については，それを引用文献として実際に使用する場合を除いて［出版

年］の記載は必要ありません。ただし，その場合には，編著，訳書の出版地（または出版社

名）に続いて出版年を記載してください。

8.その他

書式の統一を図るため，文章，仮名遣いなどについて，編集委員会が修正することがあり

ます。

9.英文要旨

論題，執筆者名，所属および肩書き，論文要旨（英語，1頁以内）を記載します。

以上
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編集後記

本号では，第4回東日本部会（2013年12月14日，新日本監査法人）および第4回西日本

部会（2014年3月8日，大阪経済大学）で発表された報告論文のうち，統一論題の応募論文

3篇，自由論題の応募原稿1篇が掲載されている。学会報告論文のすべてが投稿されなかった

のは残念であるが，査読希望の応募原稿1篇に対して厳正なる査読が施され，最終的に編集

委員会の議を経て掲載が決定された。

今回も，全くのボランティアにもかかわらず，適正かつ濃密なコメントを提出していただ

いた覆面レフリーの先生方には，厚く御礼を申し上げたい。また，編集委員の先生方には，

査読・編集作業に多大な努力と時間を割いていただいた。幹事の依田俊伸先生（法政大学）に

は，投稿論文・査読コメントの取りまとめ，メール授受，機関誌の目次作成・調整作業等に

従事して頂いた。先生方による無償の作業は，学会の発展・機関誌の学術的品質保証にとっ

て多大な貢献を果たしている。ここに，深い謝意を表したい。

編集委員長 菊谷 正人

編集委員会

委員長 菊谷 正人

委 員 川村 義則 笹倉 淳史 田中 建二

徳賀 芳弘 橋本 尚 藤井 秀樹

松井 泰則 與三野禎倫 吉見 宏

幹 事 依田 俊伸
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